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1. はじめに 

本市では、平成27年度に第 1期橿原市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、急速な少子高

齢化の進展に的確に対応し、人口減少克服と東京圏への人口集中を是正するため、将来にわたっ

て活力ある日本社会を維持する取組み（地方創生）を進めてきた。 

第 2 期は、令和３年度から令和７年度までの 5 年間の基本的方向や重点的な施策を取りまとめ

たもので、「橿原市人口ビジョン」の達成を目的としている。ここでは、各施策の効果を検証できる

ようにするため、基本目標や、施策ごとの重要業績評価指標（KPI）を設定している。 

本報告書は、第２期の計画期間の４年目である令和６年度を振り返り、関係部署により各施策の

取組み状況と成果、課題や今後の対応について最終評価を行いまとめたものである。なお、効果検

証には PDCAが適切に実施できるよう学識経験者、関連団体、市民等で構成される橿原市総合政

策審議会（以下、「審議会」という。）の評価や意見も反映している。 
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2. 総人口 

 人口推移の状況 

 本市の人口は、平成26年（第 1期総合戦略策定直近）の 124,887人から減少が続き、令和６年に１１８，６７４

人となった。高齢化率（市内総人口に占める 65歳以上人口の割合）は 24.9％から 29.７％と上昇している。 

 

資料：H22までは国勢調査、H26～R６は住民基本台帳（10月 1日現在） 

 

総人口推計 
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（実績値） 
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（Ｈ３０年発表） 
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（R5年発表）（人） 
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（実績値） 

120,922 

（実績値） 
117,615 113,278 108,227 102,663 96,923 91,164 

社人研：国立社会保障・人口問題研究所   社人研（平成 30年）2015年、（Ｒ５）2020年は国勢調査による実績値 
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自然増減 平成 27年以降は死亡数が出生数を上回る自然減が続き、減少が大きくなっている。 

 

 

社会増減 転入数・転出数は概ね転出超過で推移し、社会減が続いている。 

 

資料：奈良県「市町村別人口動態」（各年前年の 10月１日～当年の 9月 30日） 
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合計特殊出生率と橿原市人口ビジョン 

資料：現況値は厚生労働省「人口動態統計特殊報告」、推計値は「橿原市人口ビジョン」 

 

 

５歳階級別の転入数・転出数と純移動数（総数） 

 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

1.83

2.07

1.43 1.39
1.30

1.37 1.39 1.34

1

1.5

2

2.5

合
計
特
殊
出
生
率

合計特殊出生率

全国 奈良県 橿原市人口ビジョン 橿原市

-1,000

-750

-500

-250

0

250

500

750

1,000

令和６年 総数

転出

転入

社会増減

国民希望出生率 

人口置換水準 



効果検証報告書 7 

 

平成 26年～令和６年  0～49歳・5歳階級別の転入数・転出数の推移（総数） 

 

  

  

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

（参考） 厚生労働省「人口動態調査」―奈良県平均初婚年齢（202３）：夫３１．１歳、妻２９．９歳、奈良県出生時平均年齢（202３）：父-

第 1子３２．９歳・第 2子３４．８歳・第 3子３６.２歳、母-第 1子３０．８歳・第 2子３３歳・第 3子３４．３歳 
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令和元年～令和６年  0～29歳の転入数・転出数の推移（総数） 

 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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令和元年～令和６年  0～9歳・２０～２９歳・３０～３９歳の転入数・転出数の推移（総数） 

 

 

 

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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3. 令和６年度 目標数値・KPIの進捗状況 

第２期橿原市まち・ひと・しごと創生総合戦略では、橿原市第４次総合計画基本構想に定める将来ビジョン「は

じまりから未来へ、つながりきらめくまち かしはら」を戦略的に実現することを目指し、基本目標を定め、その分

野ごとに重点施策（基本的方向）及び主な取組みを示している。また、それぞれの進捗について、令和 7 年度を目

標年次として、数値目標及び重点施策（基本的方向）の重要業績評価指標（KPI）を設定している。 

基本目標における数値目標は 8件であり、その施策にかかる KPIの総数は 10件である。 

 これについて、計画期間の４年目である令和６年度末時点の進捗状況を次の分類で行った。 

 

＜数値目標及び KPIの進捗状況の分類＞ 

「達 成」：目標達成に向けておおむね進捗している、または達成している 

「未 達 成」：目標達成に向けた政策効果が必ずしも十分に発現していない 

「実績なし」：実績がなかった 

「そ の 他」：現時点で調査等が行われず、実績値がとれないもの 

 

＜数値目標・KPI進捗状況＞ 

  数値目標 KPI 

 R６度 R５度 Ｒ４度 Ｒ３度 R６度 R５度 R４度 Ｒ３度 

達 成 ２ 2 2 2 １ 2 3 2 

未 達 成 ４ 6 4 4 ６ 6 6 7 

実績なし ０ 0 0 0 ０ 0 0 1 

そ の 他 ２ 0 2 2 ３ 2 1 0 

合計 ８ 8 8 8 １０ 10 10 10 

(KPI): 重点施策（基本的方向）の重要業績評価指標 
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4. 令和６年度 取組み状況効果検証 

 総括 

総人口と取組み状況をふまえて 

橿原市の人口は、令和６（２０２４）年 10月 1日時点で 11８,６７4人（住民基本台帳による）となり、令和５（２

０２３）年の 1１９,３８４人から７１０人減（約0.６％減）、平成26（2014）年の 124,887人からは６,２１3人減

（約５％減）と減少が続いた。 

市町村別人口動態によると、出生数から死亡数を差し引いた「自然増減」は、令和2年の298人減から令和

３年は 384 人減、令和４年は 553人減、令和 5年は 620人減、令和 6年は６７４人減へと減少幅が広がっ

た。 

高齢化による死亡数の増加、晩婚化や未婚率の上昇、合計特殊出生率の低位等による出生数の減少が考え

られるが、令和２年から令和６年にかけては、特に死亡数の増加が著しい。人口動態調査によると、ここしばら

く橿原市の死因は悪性新生物（腫瘍）、心疾患（高血圧性を除く）、老衰、心不全、肺炎が上位になっているが、な

かでも令和元年から令和６年にかけては老衰の増加が目立つ。  

また、転入数から転出数を差し引いた「社会増減」については、令和元年及び令和 2 年は社会減（転出超過）

が低位で推移し、令和３年は307人の社会減、令和４年は31人の社会増（転入超過）となり、令和5年は108

人の社会減となったが、令和６年は４人の社会増（転入超過）とほぼ変わらなかった。 

合計特殊出生率は 1.３４（平成３０年～令和４年）と前回 1.39（平成２５～２９年）と前々回（平成２０～２４年）

の 1.37より減少しており、国民希望出生率 1.83とは大きく乖離している。依然として 20～39歳の世代と

その子世代と思われる０～4 歳の転出入が多い。転入増加の見られる層もあるが、それ以上の転出があること

から若年層の転出超過が続いている。全体的には令和６年は出生数が 800 人を下回るなど自然減の影響が

大きく、また社会減の影響もあり人口減少が続いている状況である。 

 

令和６年度の目標数値及び KPI（重点施策（基本的方向）の重要業績評価指標）の結果は、8 の数値目標のう

ち「達成」が 2 指標、「未達成」が 4 指標、「その他」が 2 指標であった。また、１０の KPI のうち「達成」が 1 指

標、「未達成」が 6指標、「その他」が 3指標であった。 

基本目標１「地の利を活かしたしごとの場づくり」では、その重要施策として、企業誘致を進めている。主な取

組みとしては、橿原キャンパスタウン構想における企業誘致の促進である。奈良県立医科大学新キャンパス西

側の一団の農地において、地元地権者を中心として設立されたまちづくり協議会の支援を継続して行ってい

る。事業者との協議により事業計画の練度を上げたことで、まちづくりの進め方に概ね合意を得ることができ

たが、今後さらなる事業計画の精査や地権者が抱える疑問点・不安点の解消が必要となる。引き続き関係機関

等との協議・調整を進め、『土地区画整理準備組合』を設立し、地権者の意向を確認したうえで誰もが納得でき

る事業計画となるよう協議する。 

市全体の企業誘致促進に関しては、開発困難な農振農用地での開発手法の研究のため、先進地視察や開発

事業者へのヒアリング等を実施した。また、五井町市有地への立地希望を把握するために実施した仮エントリー

募集や、製造・物流企業や開発事業者等との意見交換の中で京奈和自動車 IC 付近の産業用地候補地２箇所に

おける取組みを周知したこと等もあり、当市への企業立地意欲が喚起されたことで企業立地に関する相談や問

合せ件数が増加している。しかし、五井町市有地における立地希望を把握するための仮エントリー募集への実
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際の応募は 1 件にとどまっており、今後実施する本エントリー募集の際により多くの企業に当市への立地意欲

をもってもらえるよう、市内における企業の立地意向を喚起するための支援制度の充実に向けて取り組む。 

起業支援については、創業塾の継続開催により創業予定者を支援し、また、創業支援融資や起業等スタート

アップ補助金制度を活用してもらい、創業したい方をバックアップすることができたほか、女性が参加しやすい

ように「初心者向けの起業応援セミナー」を実施した。また、創業者を含めた事業者の販売支援として商談会や

ブランド認定を実施し、東京や宮崎で物産展・販売会を開催するなど、販路拡大への機会を創出した。 

基本目標２「新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり」では、移住や交流につながる支援や魅力スポッ

トの情報発信を行い、ＫＰＩの「三世代ファミリー定住支援住宅取得補助金の交付件数」は令和３年度から毎年交

付実績が目標を達成したため、本事業を見直し、Ｕターン以外の移住検討者も対象とした、より事業効果の高

い新しい移住支援制度を創設した。メディアを対象としたプロモーションにより「宿泊者数」は増加傾向にある。

また、市シティセールス関連ホームページ閲覧数もストリートファイターによるシティセールスの効果もあり増加

している。 

昆虫館や博物館でも工夫を凝らしたイベント・展示を実施しており、昆虫館では企画展・特別展への来場者数

が増加した。一方、博物館来館者数はコロナ後伸び悩んでいるため、新たな来館者を獲得するためのワークショ

ップ開催や他機関との連携を図るだけでなく、リピーターを増やす工夫を検討していく。令和 8 年に予定して

いる世界遺産登録に向けた取組みも着実に進めており、引き続き資産の保護に努めていく。市の PR に関して

は動画や SNS等による飽きの来ないプロモーションに加え、いかに市民自ら発信してもらうかが課題となる。 

基本目標３「安心して子どもを産み育てられる環境づくり」では、市内私立、公立保育園で、保育士を募集し

ても希望人数まで応募者が集まらないため定員まで児童を受け入れることができていない園がある。そのた

め、市内私立園での保育士確保のために既存の補助金に加えて新たな補助金を新設した。また、公立保育園で

は柔軟な働き方の構築により働きやすい環境をつくることで、保育士確保に取り組んでいる。 

結婚したいと思う人の希望をかなえる応援・サポートの環境づくりとして縁結び制度も継続して一定の効果

が出ている。妊娠に至るまでの経済的支援、妊娠届出時や妊娠後の専門職による全件面談・全件状況把握、支

援が必要な子どものために課をまたいで情報共有や意見交換等連携を行い、専門職による療育の実施、幼稚

園・保育所・小学校・中学校への巡回支援を行った。教育分野では ICT 環境整備をさらに推進していきます。他

にも、史跡新沢千塚古墳群や市内出土資料を活用した校外学習の実施、博学連携企画展、モンシロチョウの飼

育教材の配布や飼育方法の説明により学習機会の提供等を行っている。 

基本目標４「安心して健康に暮らせるまちづくり」では重点施策として防災・防犯・交通安全につながる整備

とコミュニティづくりがある。空き家対策では派遣アドバイザーによる住宅・建築物相談会並びに空家等相談会

を毎月各 1 回公募し、全ての申込者への対応ができた。また、空家コーディネーター制度を継続し、令和６年度

は追加で１２名の新規認定者となり、地域との連携し空家等の対策を定着するよう努めた。 

通学路の安全対策として関係機関と連携した安全点検も継続して実施している。市民に災害リスクや災害へ

の備えについて周知する機会として、出前講座・防災講座の実施回数は増加傾向にあることから、防災意識の

向上に一定数寄与している。 

奈良県立医科大学附属病院周辺地区において、奈良県及び近鉄と協議を行い、「奈良県立医科大学附属病院

南側地区のまちづくりにおける（仮称）医大新駅の設置等に関する基本協定書」を締結した。今後詳細な整備内

容を決定していくこととなる。 

スポーツや健康増進分野では、既存イベントの復活だけでなく、スポーツコミッションによる新たな取り組み
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や広報・市民の健康意識の高まりなどもあり、市主催スポーツイベントの参加者数が増加している。 

 

奈良県立医科大学との連携については、今年度も小学生向けのスポ―ツ検診を実施した。成長期の子どもた

ちの身体状況を把握できる点で、保護者からの関心も高いと考えており、今後も継続して、実施事業の際に連

携することで、市民の更なる心身の健康増進を推進していく。新たなウォーキングコースのマップ作成や健康的

なレシピの配信を継続的に実施することで、今後も引き続き健康増進に向けて取り組んでいく。 

 

先に示した人口推移の状況からさらに若年層の令和６年の転出入の状況をみると、２０～２９歳では、県内近

隣市・町からは転入超過となっているが、転出は、県外、特に大阪府、東京都への転出数が多く、転出超過とな

っている。３０～３９歳は、そこまで大きく転入転出の超過にはならなかったが、全体的にみると転出超過とな

った。２０～２９歳の県外転出超過が他の年代と比べてかなり突出している。 

将来にわたって活力ある地域社会の実現のためには、なかでも子育て世帯や若年層へ向けた戦略が重要と

なってくる。子育て世帯には、いかに周辺地域よりも市内に居住し続けることの優位性を感じてもらえるか、一

度転出してもまた戻ってきてもらえるか、そして若年層にはしごとの場づくりや勤務地が市外であっても橿原

市に住むことにいかに魅力を感じてもらえるかが、引き続き課題となる。 

令和7年度は第２期総合戦略に示した目標値が達成できたか判明する。目標達成できるよう、どの重点施策

に向けても、本効果検証の各種課題に対応し審議会の意見も参考にしながら引き続き取組みを進めていく。 
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 審議会の評価 

第 2期橿原市まち・ひと・しごと創生総合戦略における具体的な取組み状況をもとに、基本目標の重点施策（基本

的方向）ごとに審議会で評価や意見をいただいた。 

＜審議会 委員の効果検証 評価のめやす＞ 

A 効 果 が 得 ら れ た：重点施策（基本的方向）に対して各種取組みが効果的に寄与（貢献）したと思わ

れ、継続した取組みが望まれる 

B 不十分な効果にとどまった：重点施策（基本的方向）に対して各種取組みが一定程度効果的に寄与（貢献）し

たと思われるが、課題が残り、取組みに改善の余地がある 

C 効 果 が得 られなかった：重点施策（基本的方向）に対して各種取組みが効果的に寄与（貢献）したとは思

われず、取組みの組み立て直しが必要 

D 評 価 で き な い：重点施策（基本的方向）に対する取組みがみられず（着手されておらず）、評価

ができない 

 

＜審議会 基本目標１～４の評価＞ 

 

評価

A B C D

① 地の利を活かしたしごとの場づくり

1 企業誘致や起業支援を進めます

(1) 橿原キャンパスタウン構想における企業誘致の促進

(2) 起業につながる情報発信と支援制度の整備

(3) 交通利便性を活かした企業誘致の促進

② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり

1 幅広い橿原の魅力発信を進めます

(1) 移住・交流・関係人口拡大に向けた支援と情報発信 9 5 1 0

2 自然・歴史・文化資源を活かしたまちづくりを進めます

(1) 魅力スポット周遊につながるネットワークづくり

(2) 世界遺産登録に向けた取組みの推進

③ 安心して子どもを産み育てられる環境づくり

1 子育て世代への支援を進めます

(1) 結婚から子育てまで切れ目のない支援 4 9 2 0

2 魅力ある教育を進めます

(1) 子どもが夢を持って学べる教育環境の整備 5 7 3 0

④ 安心して健康に暮らせるまちづくり

1 地域住民と連携したまちづくりを進めます

(1) 防災・防犯・交通安全につながる整備とコミュニティづくりの推進 4 9 2 0

2 奈良県立医科大学と連携したまちづくりを進めます

(1) 先進技術を活用した健康増進のまちづくり

(2) スポーツ・軽運動を通じた心身の健康増進の推進
2175

基本

目標

重点施策

（基本的

方向）

主な取組み

5

2

9 1 0

12 1 0
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全体 審議会意見 

・全体的にまだまだ事業レベルの評価となっている。事業パッケージとしての効果を評価するようにして欲し

い。 

・コロナ禍の影響で停滞したところを順調に回復できていることは評価できる。ただし、事業所数や起業者数の

伸びにはさらなる工夫が必要と思う。 

・関連 KPIや目標値は分かりやすく大切な指標であると思いますが、それだけでは取組みのすべてを反映でき

ているとは限りませんので、具体的な取組み・取組状況と成果・課題及び対応を細かく見ることで、総合的に評

価を行いました。 

・戦略全体として、情報発信が弱いように思う。 

・各課がいろんな取組をされているが、いくつかの課が協力し、横断的に取組を進めることも有効であると思

う。（たとえば、知識を得る講座・体を動かすスポーツ・地元の食材を食すなど総合的なイベントは市民にとって

魅力的なものになるのではないでしょうか。） 

・他の市町村には見られない独自の取り組みがなされているのか？という視点で評価させていただきました。

橿原市の潜在的魅力は周辺の市町村と比較しても優位に立っているのにそれを充分に生かし切れていないと

いう印象が残ります。それぞれのお立場で、取り組まれていると思いますが、組織として課題解決にどのような

アプローチが有効なのかを検証し、ホップ・ステップ・ジャンプと進めていただけることを期待しております。 

・市独自の取組として、多くの施策を実施することは、財政的にもマンパワーとしても厳しい状況になっている

と思うので、県や民間などとの連携や新しい考え方も視点に入れつつ取り組まれるのが良いと思う。 

・私は途中からの参加で数値目標と施策の紐付けへの理解が不十分であったこともあり、まずは数値目標の達

成・進捗度合いを評価の軸として、以下の順番で効果検証を行いました。 

①数値目標の達成・進捗度合い、②施策の実施状況、③施策の効果 

・希望としては、施策数がかなり多いため、施策を実施するための難易度や優先順位、また期待する効果等につ

いて、もう少し明確にしてもらえると、より分かり易くなると思います。 

また、数値目標についても設定の根拠や課題がやや不明瞭なものもあり、明確にできる部分はより明確にして

いただくと助かります。（例えば、②-2に記載した通り、宿泊者数が伸びないのは、イベント等のソフトの問題な

のか、部屋数等のインフラの問題なのか、ホテルの回転率はどうなのかといったことです） 

・これまで委員会の皆さまが、それぞれしっかりと基準を持って検討されているのはすごく心強いと思います。

ただ、実際のところ地域で行われていることが住民にあまり知られていない部分が多いんじゃないかなと感じ

ています。私自身も、もっと情報が共有されていれば参加しやすいのにと思うことが何度かありました。 

・どうやったら地域の人たちをうまく巻き込んで一体感をつくっていけるか、そのために力を入れて考えられる

人やチームが必要なんじゃないかと思います。 

・取り組みをどう周知するかとか、関わるきっかけをどう用意するかということも大事な視点だと思うので、そ

ういう部分も一緒に考えていけたらいいなと思っています。 

・部会では深堀していくので問題や課題が浮き出てくる。それによって、再数的には表面的・観念的なお題目

が、生身の物として同的になってくるのが期待できます。個人的には、③の保育士不足解消に多方面から行政

努力されている（いろんな補助金等）のがわかりびっくりしました。しかし、それが保育士不足解消になりえない

のか。市民感覚では、周知不足とインパクトがないということでした。 

（目標ごとの意見は、重点施策ごとに記載。） 
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5. 各目標における実施状況 

  基本目標①地の利を活かしたしごとの場づくり 

  ～京奈和自動車道を活かした企業誘致と起業支援～ 

■施策体系 

 
■数値目標（数値は年度で 3月末日時点とする） 

市内事業所数（従業員 3人以下の事業所は除く） 市内従業員数（従業員 3人以下の事業所は除く） 

  

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：131事業所 

R7：134事業所 
1２２ 未達成 

R1：5,453人 

R7：5,578人 
5,４８８ 未達成 

R3実績値は R2工業統計調査結果による。R3以降、工業統計が廃止されたため R4実績値は R3経済センサス活動調査（E製造

業）結果を採用し、Ｒ5及び R6実績値は経済センサス活動調査が 5年に 1度の調査のため、R4及び R5経済構造実態調査（製造

業事業所調査）結果による。なお、それぞれの集計対象が異なるため、厳密な時系列比較とはならないことに留意 

工業統計調査：4人以上の事業所、個人経営及び法人でない団体を含む 

Ｒ３経済センサス活動調査：4人以上の事業所、個人経営及び法人でない団体を除く 

経済構造実態調査：4人以下の事業所も含む、個人経営及び法人でない団体を除く 

100

110

120

130

140

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 実績

4800

5000

5200

5400

5600

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 実績

①地の利を活かしたしごとの場づくり 

①-１ 企業誘致や起業支援を進めます 

①-１-（１） 橿原キャンパスタウン構想における企業誘致の促進 

①-１-（２） 起業につながる情報発信と支援制度の整備 

＜基本目標＞ 

＜重点施策（基本的方向）＞ 

＜主な取組み＞ 

①-１-（３） 交通利便性を活かした企業誘致の促進 
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i. ①‐重点施策（基本的方向）１ 企業誘致や起業支援を進めます 

■重要業績評価指標（KPI）（数値は年度で 3月末日時点とする） 

企業立地に関する相談件数（件） 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

令和 4 年 4 月に企業立地推進室が組織されて以降、企業立

地に関する相談件数は増加している。令和 6年度は五井町市

有地への立地希望を把握するために実施した仮エントリー募

集や、製造・物流企業や開発事業者等との意見交換の中で京

奈和自動車 IC 付近の産業用地候補地２箇所における取組み

を周知したこと等もあり、当市への企業立地意欲が喚起され

たことで相談件数が増加したものと考えられる。周知方法と

しては、企業等との面談によるほか、情報提供を希望する企

業へのメールマガジン配信や、youtube での動画配信等を

行っている。なお、相談のあった企業や開発事業者に対して

は企業訪問や面談を行うなどして、積極的な誘致活動を行っ

ている。 

●企業立地推進室 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：5件 

R7：8件 
２０件 達成 

空き店舗（創業者）出店支援件数 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

空き店舗対策に係る補助金については、令和３年度に空き店

舗（創業者）出店支援件数が５件と目標値を達成した。新型コ

ロナウイルス感染症の流行が落ち着き、創業の機運が高まり

つつあることから、令和５年度から起業等スタートアップ補助

金制度を創設し、実績は４件であった。今後は、さらに本制度

を活用した創業が増加するように、経済団体等との連携や周

知を図る。 

 

初期値 

目指す値 
R5実績値 進捗状況 

R1：3件 

R7：5件 

― その他 

（Ｒ３達成） 

＜参考代替ＫＰＩ＞ ＜参考代替ＫＰＩ＞ 

今後、起業支援について、参考として以下の代替ＫＰＩを設定

する。 

〇起業等スタートアップ補助交付件数 

[目標値]Ｒ７：１５件 

[実績値] Ｒ6：9件 

【指標の動き及び進捗状況の分析】 

空き店舗対策に係る補助金については、令和３年度に空き店

舗（創業者）出店支援件数が５件と目標値を達成した。新型コ

ロナウイルス感染症の流行が落ち着き、創業の機運が高まり
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つつあることから、令和５年９月から起業等スタートアップ補 

助金制度を創設し、令和５年度実績は４件、令和６年度実績は

９件と増加傾向である。今後は、さらに本制度を活用した創業

が増加するように、事業者支援ガイドブックでの周知や、市ホ

ームページ及び関係支援経済団体等へのリンク設定の充実化

を行い、周知徹底を図っていく。 

 

●地域振興課 

 

■主な取組み  

①-１-（１） 橿原キャンパスタウン構想における企業誘致の促進 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応方針 担当課 

ⅰ 医療関連産業等の誘致を

見据えた環境整備 

●【取組状況】 

医大新キャンパス西側の一団の農地（医大新

キャンパス周辺地区）において、地元地権者を

中心とした『まちづくり協議会』が設立され、

市が事務局となり支援を行っている。事業者

との協議により事業計画の練度を上げたこと

で、約 8割の地権者の合意を得て「土地区画

整理準備組合」の設立準備が整った。 

 

【成果】 

（R3） 

・まちづくり協議会総会、役員会の開催：２回 

・事業計画素案の作成 

（R4） 

・まちづくり協議会総会、報告会の開催：３回 

・地権者の意向確認及び意向を反映した事業

計画素案の作成 

（R5） 

・まちづくり協議会総会、報告会等の開催：３

回 

（R6） 

・まちづくり協議会総会、報告会等の開催：5

回 

●【課題】 

まちづくりの進め方に概ね合意を得る

ことができたが、今後さらなる事業計画

の精査や地権者の抱える疑問点、不安

点の解消が必要となる。 

 

【対応】 

『土地区画整理準備組合』を設立した上

で、事業者との協議や地権者との対話

を行うことで、全員が納得できる事業計

画になるよう協議する。 

また、地区内を横断する市道整備を早

期に完了させ、企業が進出しやすい環

境を整える。 

●市街地整備課 

①-１-（2） 起業につながる情報発信と支援制度の整備 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応方針 担当課 

ⅰ 創業や起業家育成への支

援 

●【取組状況】 

橿原商工会議所への補助事業として、新た 

に創業を考えられている方を対象に、橿原商 

工会議所の創業塾を年２回開催した。 

また、創業支援融資実績は昨年度を上回る８

件となり、起業等スタートアップ補助金制度を

活用した創業実績が９件など、創業者増加の

一助となった。 

 

【成果】 

・創業塾受講者数：R3-41 名/R4-２６名

/R5-33名/R6-42名 

・創業塾受講後の創業者数：R3-7 名/R4-5

名/R5-9名/R6-12名 

・創業塾受講後の創業予定者数：R3-14 名

●【課題】 

創業塾の受講者数や創業者数は増加し

ているが、創業予定者に対するフォロー

アップ対応が出来ていない現状である。

実際に創業することができるよう、創業

予定者を継続的に支援する体制づくり

が求められる。 

 

【対応】 

創業予定者を支援するため、創業に踏

み切ることができない課題点等につい

てヒアリング調査・分析を行い、適切な

支援や情報提供を行っていく。 

また、令和７年度から開始する取組みと

して、橿原商工会議所や奈良県よろず

●地域振興課 
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/R4-9名/R5-12名/R6-15名 

・創業支援融資の実行数：R3-0 件/R4-4 件

/R5-5件/R6-8件 

・起業等スタートアップ補助金申請件数：R5-

4件/R6-9件 

 

●【取組状況】 

起業を考えているが一歩踏み出せない女性を

対象とした「初心者向け起業応援セミナー」を

実施した。 

受講者同士の交流を深め、自身のビジネスモ

デルの整理を行う機会を提供することができ

た。 

 

【成果】 

（R3）講座後、起業に前向きと回答した割合

88％  

（R4）未開催 

（R5）講座後、起業に前向きと回答した割合

92％ 

（R6）講座内容について、「よく分かった」「分

かった」と回答した割合 80％ 

※事後調査結果を挙げる予定であったが、回

答得られず。次回より上記「起業に前向きと回

答した」アンケート項目に統一 

支援拠点などの創業支援機関の協力を

得て、主に創業予定者を対象にフォロー

アップセミナーを開催し、創業に繋がる

ような勉強会やワークショップを実施す

る予定である。 

 

●【課題】 

実際に起業に繋がっているかを把握す

るため、受講者に対し 6 か月後に事後

調査を行ったが、回答を得ることが出来

なかった。 

 

【対応】 

起業を考えているものの、一歩踏み出

せない女性が参加しやすいように「初心

者向けの起業応援セミナー」といった名

称で開催した。まずは、起業する上で不

安に感じていることを一つ一つ解消し

ていく講座を実施し、女性の起業家支援

に繋げることができた。引き続き、同様

の趣旨で本セミナー等を継続し、さらに

きめ細やかな情報提供を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

●人権政策課 

ⅱ 販路拡大支援のための機

会創出 

●【取組状況】 

橿原商工会議所への補助事業として、以下の

取組を実施した。 

市内事業者の販路拡大を支援することを目的

として、ビジネス商談会「ビジネスマッチなら」

の開催や橿原ブランド認定を実施した。 

また、販路拡大の参考になるセミナーの開催

や、ショッピングモールでの物産フェアの開

催、2 年連続で宮崎市での物産展の実施、初

めての取り組みとして、多くの観光客が来訪

する藤原宮跡にて地域特産品のマルシェを開

催するなど販路拡大の一助となった。 

なお、橿原ブランド認定品については、認定品

に対する情報発信、販売促進を図るために、

宮崎市内の百貨店内や空港内での物産展の

開催や、東京都の奈良まほろば館にて認定品

の販売会を開催した。 

 

【成果】 

・商談会開催数：R3－17回/R4-14 回/R5-

18回/R6-8回 

・参加事業者数：R3－111 社/R4-101 社

/R5-126社/R6-158社 

・橿原ブランド認定数：R4-5 品/R5-4 品

/R6-1品 

 

●【課題】 

橿原ブランド認定品については、計 19

品目となり、品揃えも着実に増えてきて

いるが、市民や県内での認知度が低い

状況であるので、対外PRと同時進行で

対内の情報発信をより一層推進してい

く必要がある。 

 

【対応】 

橿原ブランド認定品について、東京都や

宮崎県での物産展・販売会を継続しつ

つ、市民や県内での認知度を向上させ

ていくために、市内の観光名所で実施

するマルシェや、大規模集客施設内で実

施する物産展など広く PR 出来る機会

を新たに創出し、県外・市内の両輪で

PR促進を図っていく。 

●地域振興課 

 

①-１-（３） 交通利便性を活かした企業誘致の促進 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応方針 担当課 

ⅰ 市全般への誘致を見据え

た環境整備 

●【取組状況】 

開発困難な農振農用地での開発手法の研究

のため、先進地視察や開発事業者へのヒアリ

ング等を実施した。 

●【課題】 

先進地視察や開発事業者へのヒアリン

グ等の結果、地域未来投資促進法の支

援措置を活用した民間開発の誘導が望

●企業立地推進

室 
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五井町市有地における立地希望を把握するた

めの仮エントリー募集を実施した。 

市公式 youtubeによる産業用地情報の発

信を行った。 

「企業立地セミナー」や「現地説明会」に参加さ

れた企業や直接面談を希望された 4社（延 6

社）への企業訪問を随時実施したほか、事前に

情報提供を希望された企業へメールでの情報

提供を行った。 

 

【成果】 

・問い合わせ件数 

（R3)‐2件 

・橿原市企業立地促進奨励金交付申請に関す

る問い合わせ 2件 

（R4)-15件 

・工場等の新増設のための土地に関する問い

合わせ 8件 

・橿原市企業立地促進奨励金交付申請に関す

る問い合わせ 7件 

（R5)-17件 

・工場等の新増設のための土地に関する問い

合わせ 13件 

・橿原市企業立地促進奨励金交付申請に関す

る問い合わせ 4件 

・「企業立地セミナー」（八尾市と橿原市で開

催）参加社数‐18社（23人）（4月） 

・五井町公有地を紹介するための「現地説明

会」参加社数-9社（14人）（5月） 

・企業訪問実績-27社（延 36社）（7月以降

随時） 

・企業へのメールでの情報提供-2回（11月、

2月）（メーリングリスト登録件数 68件） 

(R6) 

・工場等の新増設のための土地に関する問い

合わせ 16件 

・橿原市企業立地促進奨励金交付申請に関す

る問い合わせ 4件 

・企業訪問実績 4社（延 6社） 

・企業へのメールでの情報提供 1回（6月）

（メーリングリスト登録件数 72件） 

・市公式 youtubeによる産業用地情報の発

信 1本 

・五井町市有地における立地希望を把握する

ための仮エントリー募集への応募 1社 

ましいと判断し、同法の支援措置活用に

向けて県と調整を行った。しかし農振農

用地での開発が法改正で厳しくなった

ため、想定していた方法での事業進捗

は困難な状況。 

 

【対応】 

地域未来投資促進法を活用した産業用

地創出については、県や関係課との調

整を継続しつつ、他の可能な方法につ

いても検討を続ける。 

 

●【課題】 

五井町市有地について仮エントリー募

集を実施し、企業・開発事業者・金融機

関等から多数問い合わせはいただいた

ものの、実際の応募は 1件にとどまっ

た。 

建築費の高騰により立地計画に遅れが

生じているとの企業の声が多く、昨今の

経済状況が企業の立地計画に影響し、

当市への企業立地を躊躇する要因にな

ったと考えられる。 

 

【対応】 

今後実施する本エントリー募集の際によ

り多くの企業に当市への立地意欲をも

ってもらえるよう、市内における企業の

立地意向を喚起するための支援制度の

充実に向けて取り組む。 

 

基本目標１－重点施策１ 審議会意見 

委員評価 

（人） 

A B C D  

5 ９ 1 0 

評価基準等 

意見・コメント 

・移住者の増加も見られ、一定の成果は出ていると評価できる。しかし、いまだ人口は社会減であり、宿泊者数も伸び悩んでお

り、さらなる工夫が求められる。 

・「具体的な取組み」において成果をあげられているものが多く、課題に対しても適切に対応が進められていると思います。 

・創業や企業への様々な支援が行われていることは評価できるが、創業・企業に踏み切ることができないという課題について、

さらに踏み込んで取り組む必要があると思う。 

・企業誘致を戦略的に進める産業政策をもう少し具体的に進める必要がある。 

・起業に関しては、どのような起業を求めるのかによって支援スキームが異なる。 
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（単位は年度） 

 

  

・個人事業主・中小企業・ガゼル型モデル、研究開発型スタートアップ、インパクトスタートアップ（ソーシャルベンチャー）、学生起

業家、NPO/NGO等、分類により支援体制が変わる。 

・国スポに向けてアリーナ新設が決定し、近鉄新駅の設置など橿原キャンパスタウン構想に加え新たに橿原アリーナタウン構想

が浮上しているのではないでしょうか。アリーナだけでなく橿原市運動公園内のサッカー場や軟式野球場、県立橿原公苑陸上

競技場、体育館をはじめとするスポーツ施設が集中しているエリアが橿原にはあります。ここをどのようにデザインするかは、

今後の橿原市に大きな影響を及ぼすものと思われます。 

・県も企業誘致に取り組んでおり、高速道路や医大周辺の土地について、連携していくことが良いと考える。 

・企業誘致について、京奈和自動車道 IC付近の 2箇所の産業用地の取組周知で相談件数が増加している状況ではあるが、実

際のところ産業用地の開発については農地法関連で高いハードルがある。今後の進捗を考えて、橿原市のビジョンを国や県に

示し、実現可能なものとなるよう努力して欲しい。 

・五井町市有地が実際のところ応募が 1件は寂しい。広報の方法を再検討して臨んでほしい。 

・各事業の取り組みは着実に進められており、その努力は評価したい。効果としては、販路拡大のための機会創出を除いては、

数値として十分な成果が上がっていないため、課題を解決するための対応策の具体的取り組みが必要である。 

・施策は概ね計画通り実施されており、数値目標には一部未達成項目があるものの、実績は評価できます。 

・企業にとっては物価上昇や景気の不確実性等、新規投資には逆風でもあり、誘致に興味を持ってもらった企業等に対するフォ

ローアップ体制の整備は必要と考えます。 

・五井町や橿原キャンパスタウン構想等、中長期的に有望なプロジェクトを抱えており、数値目標達成は十分に可能と考えます

が、企業誘致の進捗状況を踏まえた環境変化への適切な対応が引き続き必要な状況であり、評価は「Ｂ」とします。 

・奈良県立医科大学の新キャンパス建設に伴い、その隣接地を活用した「キャンパスタウン構想」を私なりに提案します。 

以前、今井町周辺でも同様の構想が検討されていたと伺ったことがありますが、医大生と地域住民、市民が交流できるコミュニ

ティの場を設けることは、地域にとって非常に有意義です。さらに、移住や起業を促進し、文化施設を併設することで、多様な

人々が集い、地域の魅力を高める拠点になると考えます。 

具体的には、以下の要素を想定しています。 

移住者や市内の方が店舗・飲食事業を営むことができる複合施設（シェアハウスやコーキング含む） 

約 100人規模の文化ホールを備え、コミュニティ活動や講演、演奏会など多目的に利用できる空間。建設については、大手企

業が参画し、指定管理方式で運営する方法が現実的だと思います。一方で、地域に根ざした持続的な運営を実現するため、運

営主体には地元の方々が参画することが重要です。特に、元医大跡地にアリーナ建設も計画されている中、こうした施設を地

域活性化の拠点とするには、地元主体の運営体制が望ましいと考えます。市には、企業との連携・調整、建設の推進において積

極的なパイプ役を担っていただき、健全な運営基盤を整える役割を期待します。この構想は、他府県に例のない先進的なビジ

ネスモデルとして、橿原市の魅力を広く発信し、大きくアピールする絶好の機会になると確信しています。 

・市の発展にとって根幹をなすものであり、キャンパスタウンの成否は今後の市政（市民生活）の分岐点である。（雇用、人口、教

育すべて）奈良医大が奈良市ではなく橿原市にある恩恵を拡大すべきだ。 
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 基本目標②新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり 

～自然・歴史・文化を楽しんで魅力発信～ 

■施策体系 

 

 

■数値目標（数値は年度で 3月末日時点とする） 

社会増減（転入者数－転出者数） 宿泊者数 

  

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

H30：▲309人 

R7：▲150人 
４人 達成 

R1：201,415人 

R7：210,000人 
18０,２８０人 未達成 

 

  

-400

-300

-200

-100

0

100

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 実績

100000

150000

200000

250000

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 実績

②新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり 

②-１ 幅広い橿原の魅力発信を進めます 

②-１-１ 移住・交流・関係人口拡大に向けた支援と情報発信 

＜基本目標＞ 

＜重点施策（基本的方向）＞ 

＜主な取組み＞ 

②-２ 自然・歴史・文化資源を活かしたまちづくりを進めます 

②-２-１ 魅力スポット周遊につながるネットワークづくり 

②-２-２ 世界遺産登録に向けた取組みの推進 
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i. ②‐重点施策（基本的方向）１ 幅広い橿原の魅力発信を進めます 

 

■重要業績評価指標（KPI）（数値は年度で 3月末日時点とする） 

三世代ファミリー定住支援住宅取得補助金の交付件数（件） 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

三世代ファミリー定住支援住宅取得補助金については、令和 

３年度から毎年度交付実績が目標値を達成している。本補助 

金は移住者の増加に一定の効果はあったものの、Ｕターン以

外の移住検討者も対象とした、より事業効果の高い新しい移

住支援制度を創設した。 

令和５年度から公開した移住促進ホームページは 1 年間で

閲覧数が 33,528 回と、想定以上に多くの移住検討者に閲

覧いただいた。  

初期値 

目指す値 
R５実績値 進捗状況 

R1：5件 

R7：15件 
24件 その他（R5達成） 

＜参考代替ＫＰＩ＞ 

 

＜参考代替 KPI＞  

今後、魅力発信について、参考として以下の代替 KPI を設

定する。 

〇市シティセールス関連ホームページ閲覧数 

[目標値]R7：60,000 回 

[実績値]R６：８８,２６8 回 

【指標の動き及び進捗状況の分析】 

ストリートファイターのキャラクターの銅像増設や JR や近鉄

の駅名案内看板に装飾をすることで、さらに新聞等のメディ

アから取り上げていただいた。その影響もあり、ホームページ

のシティセールス関連ページ閲覧数が、R4-488 回、R5-

51,628 回、R6-88,268 回と年々増加しており、多くの方

に閲覧していただいた。 

〇市移住促進ホームページ閲覧数  

[目標値]R7：45,000 回 

[実績値]R６：47,381 回 

【指標の動き及び進捗状況の分析】 

令和 6年 8､9月の 2か月間に実施した移住 SNS広告によ

り、1年間の閲覧数が前年度と比較して 1.4倍となった。中で

も移住補助金などの支援や住まい探し・暮らしといった項目

が検索の上位に上がるなど、移住によって享受できるメリッ
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トを押し出すことの重要性が浮かび上がった。 

 

●企画政策課、地域振興課 

 

■主な取組み 

②-１-（１） 移住・交流・関係人口拡大に向けた支援と情報発信 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応 担当課 

ⅰ 移住への支援・サポート

体制の構築 

●【取組状況】 

三世代ファミリー定住支援住宅取得補助金

の交付件数R3-19件 R4-21件 R5-24

件、移住者数 R4-73名 R5-82名 

結婚新生活支援補助金の交付件数Ｒ４-６

件、R5-8 件、R6-9 件、移住者数Ｒ４-12

名、R5-16名、R6-18名 

移住者同士の繋がりや、移住検討者からの

相談対応、情報発信等を担うコミュニティを

組織するための先輩移住者を集めたコミュ

ニティの立ち上げ準備を実施した。 

 

【成果】 

・移住相談件数：R4-20 件  R5-47 件 

R6-64件 

・移住コンシェルジュのフォローアップと移

住・定住サポートネットワークの官民連携の

研修等：R5-5回実施 

・移住セミナー開催：R4-4 回 R5-4 回 

R6-３回実施、参加者数計 R4-20名 R5-

51名 R6-３５名 

 

 

●デジタル田園都市国家構想交付金「移住

促進コンシェルジュ育成と官民連携移住促

進体制整備事業」の取組みについては

P.55を参照 

●【課題】 

移住相談件数が年々増加している一

方、民間事業者で構成される移住・定住

サポートネットワークを活用する事例が

少なく、連携が十分とは言えなかった。

また、移住を促進する上で本市の認知

度の向上が課題である。 

 

【対応】 

移住定住促進を目的に市が先輩移住者

コミュニティの組織立ち上げを支援し、

DAO（分散型自立組織）による組織が

設立された。移住者コミュニティ主催の

移住交流イベントを開催したことで、移

住者目線のリアルな情報提供が可能に

なり、説得力が増すことで移住後の生活

イメージが伝わりやすくなったり、移住

者と参加者の交流が生まれたりするな

どの効果があった。今後は移住者コミュ

ニティを中心として移住検討者の相談

や移住者同士の繋がりの場を作るほ

か、移住・定住に関する情報発信等を行

っていく。 

また、首都圏での PRや SNS広告等の

移住プロモーションを実施し、本市 HP

へ誘導し、認知度向上に繋げた。今後も

SNS等で本市の魅力を発信するなど移

住プロモーションに注力していく 

●地域振興課 

ⅱ スポットや人を魅力的に

伝えるプロモーション 

 

①広報紙 

●【取組状況】 

・応募による市内のこども（かしっ子）を掲載

した。 

・市公式 Instagram に投稿された橿原市

風景写真を紹介した。 

・橿原市出身で功績を挙げられたスポーツ

選手などを紹介した。 

・地域での取組を特集で紹介した。 

 

【成果】 

・かしっ子、ペット…Ｒ５-12 回（毎月）、R6-

10回(9月、11月は掲載なし) 

・Instagram「今月の1枚」…Ｒ５-12回（毎

月）、R6-12回（毎月） 

・見聞録…Ｒ５-10回、R6-10回 

・特集…Ｒ５-1回（12月号）、R6-3回(6月

号・1月号・2月号) 

 

②市公式 HP 

①広報紙 

●【課題】 

広報紙に対する、市民のニーズを把握

できていない。 

 

【対応】 

ロゴフォーム等で市民にアンケート調査

を行い、その結果に基づき、広報紙の在

り方見せ方をリニューアルする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市公式 HP 

●秘書広報課 
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●【取組状況】 

リニューアルを実施したため、操作方法や注

意事項など適宜庁内周知を行い、HP の見

やすさ向上を図り情報発信力の強化を行っ

た。 

【成果】 

周知回数…Ｒ５-約 20回、R6-11回 

 

 

 

③SNS 

●【取組状況】 

閲覧者側からの閲覧（プル型）だけでなく、

LINE、X、Instagram などで市側からの

発信（プッシュ型）に努めた。 

 

【成果】 

・LINE配信…R5-195回、R6-300回 

・Xポスト…R5-約 200回、R6-243回 

・Instagram リポスト…R5-約 110 回、

R6-141回 

 

 

●【取組状況】 

公開講座等で市への関心や魅力を感じても

らえるよう講演を行った。（R3～R4） 

また、包括連携協定を締結しているカプコン

のストリートファイターのキャラクターを使

用した銅像やマンホール等を設置し、広報発

信していった結果、ホームページの閲覧数が

伸びている。X に関しては、表示数は減って

いるが１回平均が増加しており、 

新聞等にも取り上げられることで、注目度も

向上している 

 

【成果】 

R3:講義前後の関心度 

  関心度 4・5の学生が 24％→64％ 

  関心度 1・2の学生が 20％→6％ 

R4:講義後「橿原市の魅力を話したり SNS 

等で発信したい」と思った割合が 7～8割 

R5： 

ホームページのシティセールス関連ページ閲

覧数 Ｒ４-488 回、Ｒ５-51,628 回、R6-

88,268回 

ストリートファイター関連 X表示数 

Ｒ５-約 1,000,000回、R6-約 300,000

回 

ストリートファイター関連X平均表示数（1投

稿当たり） 

R5-約 30,000回、R6-約 33,500回 

 

●企業版ふるさと納税「ストリートファイター

と創る橿原魅力向上プロジェクト」の取組み 

P.53を参照 

 

●【取組状況】 

インスタグラムを活用した観光情報の発信

●【課題】 

適切な維持運用を継続していくことが

課題である。 

 

【対応】 

HP 全体を担当する課として、様々な機

能や体系等を各課職員が管理できるよ

う、状況確認や庁内周知を引き続き行

っていく。 

 

③SNS 

●【課題】 

LINE 配信や X ポストは各部署からの

情報発信の依頼をうけ、当課が発信を

行っているが、庁内外ともに認知されて

いない部分がある。 

 

【対応】 

SNS の存在そのものや公式アカウント

を、広報紙などで庁内外むけに積極的

に案内し、認知度を高める。 

 

 

●【課題】 

ストリートファイターのキャラクターの銅

像増設や JR や近鉄の駅名案内看板に

装飾をすることで、さらに新聞等のメデ

ィアから取り上げていただいた。ストリ

ートファイターを知らない人もいるの

で、効果は限定的な可能性がある。ま

た、1投稿当たりの平均表示件数は上昇

しているものの、X の更新回数が低くな

ったことにより表示総数は減っている。 

 

【対応】 

駅名看板の装飾など珍しさがあると、キ

ャラクターを知らなくても興味を引くこ

とができる。 

大阪・関西万博や世界遺産登録に向け

て、メディアにも取り上げられることが

多くなるため、今後も、包括連携協定を

生かしてより多くの人に認知されるた

めのシティセールスを行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●【課題】 

観光公式インスタグラムのフォロワー数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●企画政策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●観光政策課 
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や観光協会委託事業による都市圏での観光

プロモーションなど幅広く橿原市の魅力発

信を行うことで、市内誘客を進めることが

できた。市内宿泊者数については、前年比

約 4％減となったが、リニューアルのため 2

か月間休業されていた宿泊施設があったた

めであり、休業分を除いては増加傾向にあ

る。 

 

【成果】 

・メディア掲載件数 R3-43件、R5-46件 

・観光公式インスタグラムのフォロワー数 

R3.4-1,114人 

R4.4-1,445人 

R5.4-3,198人 

R6.4-4,075人 

R7.4-4,146 人 

・市内宿泊者数の増加 

R2-112,225人 

R3-119,083人 

R4-176,516人 

R5-１87,792人 

R6-180,280 人 

は増加しているが、伸び率が減少した。 

 

【対応】 

イベントブースの出展やインスタグラム

の投稿記事内において、フォロワーを増

やすためのキャンペーン等を積極的に

行う。 

（単位は年度） 

 

基本目標２－重点施策１ 審議会意見 

委員評価 

（人） 

A B C D  

9 ５ 1 0 

評価基準等 

意見・コメント 

・コロナ禍の影響から順調に回復できていることは評価できる。ただし、観光客数ののびにはさらなる工夫が必要と思う。藤原

宮跡の世界遺産登録を契機として、一層の発展を期待する。 

・移住支援の取組みは成果をあげていますので、今後も取組を進めていただきたいです。SNSの活用には少し課題が残るよう

に思われるため、市役所内外における SNSアカウントの認知度の向上などに力を入れていただけるとよいと考えます。 

・時流を捉え、SNSを活用した多くの取組をしており、目標を捉えていると考える。 

・シティーセールスについて、より多くの人に認知させる為、どのように行っていくか具現化してほしい。 

・移住相談やプロモーションについては、一定の効果が出ていると考える。さらに、課題への対応について、積極的な対応が望

まれる。 

・移住への支援は、補助金の交付実績が毎年計画を上回る等、ニーズを満たした適切な施策が実践できていると評価できま

す。 

・「ストリートファイター」という強力なコンテンツを活用したプロモーション活動は独自性・話題性で他の市町村との差別化が図

れており、成果も十分であると考えます。 

・スポーツに関しての取り組みが多いが、文化とくに芸術に関しては放置気味であると思いました。具体的には、橿原出身で海

外でも活躍しているアーティストであっても、凱旋ライブには後援も得られず、高田市や天理市、大和郡山市の後援ならとれ

る、といった体質があります。門戸を広げなくては発展には結びつかないです。 

・関心を喚起し一定の効果はあった。国際情勢を鑑みこれ以上の流入は必要ない。 
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②‐重点施策（基本的方向）２ 自然・歴史・文化資源を活かしたまちづくりを進めます 

 

■重要業績評価指標（KPI）（数値は年度で 3月末日時点とする） 

今井まちなみ広場・西環濠駐車場の利用台数（台） 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

新型コロナウイルス感染症の影響が弱まったこともあり、以前

の利用水準に回復しつつある。今井町のメディア露出も増加

傾向にあるため、今後も堅調な伸び率を維持するものと考え

る。 

●観光政策課 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：78,217台 

R7：87,000台 
81,１７７台 未達成 

構成資産「藤原宮跡・藤原京朱雀大路跡」の史跡指定率（％） 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

令和6年度は藤原宮跡で70筆の土地（他に里道・水路有）が

特別史跡に追加指定され、史跡指定面積の増加に伴い史跡指

定率が上昇した。追加指定には地権者の理解と協力が重要な

ため、地権者に対して細やかな説明を行い、令和 8 年に予定

している世界遺産登録に向けて追加指定を推進している。 

●世界遺産登録推進課 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：98.6％ 

R7：100％ 
9８.1１％ 未達成 

 

■主な取組み 

②-２-（１） 魅力スポット周遊につながるネットワークづくり 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応 担当課 

ⅰ 観光滞在時間延長や橿原

神宮から今井町への誘客

につながるイベント・体験

プログラムの実施 

●【取組状況】 

明日香村・桜井市と連携し、飛鳥エリアの世界

遺産登録候補地等を巡る「飛鳥乃余韻」（御朱

印販売事業）を実施（R7.3.9～継続中）。 

 

【成果】 

(R3)イベント「KASHIHARA QUEST」参加

者：218名 

(R4)「食・体験」コンテンツ造成数：9   

(R5)イベント「さららちゃんと! 日本国はじま

りの地かしはらを巡る」参加者:57名 

(R6)「飛鳥乃余韻」販売数：81 枚（R7.3.9～

R7.3.31） 

●【課題】 

「飛鳥乃余韻」の市内での販売場所が１

か所であること。 

 

【対応】市内での販売場所を増やすこと

で更なる周遊促進及び滞在時間延長に

つなげる。 

●観光政策課 
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90000
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ⅱ 博物館としての昆虫館の

独自性を活かした自然観

察会やイベント、企画展

示、自然環境に関する講

座の開催 

●【取組状況】 

特別展「人の役に立つ昆虫たち」では、昆虫食

として食べるだけでなく、昆虫たちを生活に

利用してきたことを紹介した展示を行った。ま

た、昆虫模型と昆虫標本を見比べ楽しく学習

できる企画展「虫のガシャポン」などの企画展

示を行った。他にも民間企業のイベントに参加

し体験型ワークショップや展示などを行い、昆

虫館の周知や生涯学習の機会を提供した。 

 

【成果】 

・開催回数：(R3)特別展 1 回、企画展 2 回

(R4)特別展 1回、企画展 3回(R5)特別展 1

回、企画展 3 回(R6)特別展 1 回、企画展 3

回 

・展示期間内延入館者数：R3-45,849 人

/R4-77,733 人 /R5-84,118 人 /R6-

88,839人 

●【課題】 

昆虫模型と関連した企画展の開催など

物販の強化を行うことができたが、新

館で開催している昆虫とのふれあい体

験は、主に土日、祝日の開催に留まっ

た。今後は、入館者数の増加だけでな

く、物販や体験活動の充実や非日常の

演出など入館者の滞在時間が増加する

ような取り組みも進めていく。 

また、県下唯一の自然史系登録博物館

として、学術及び文化の発展や教育の

推進に寄与することができるように、調

査研究・資料収蔵・教育普及の三つを活

動の中心に据え、特別展や企画展、自然

観察会などのイベントを開催し、昆虫館

の魅力を高めファンを増やす取り組み

を進めていく。 

 

【対応】開館より35年が経過し、経年劣

化が進んでいる建築物等の保全及び展

示物のリニューアルなど、効率的・計画

的に進めていく。 

●昆虫館 

ⅲ 「歴史に憩う橿原市博物

館」で博物館デビューし

たくなるような企画展示

やイベント・講座の実施 

●【取組状況】 

文化財に親しむ展覧会を開催し、展覧会の紹

介動画を公開した。 

 

【成果】 

・動画作成本数：R3-7本/R4-4本/R5-3本

/R6-3本 

・視聴者数：R3-3,599人/R4-640人/R5-

863人/R6-839人 

・展覧会：R3-3 回/R4-3 回/R5-3 回/R6-

4回 

・博物館利用者：R3-2,998 人/R4-5,278

人/R5-4,922人/R6-4,722人 

 

●【取組状況】 

市内宿泊施設と連携し、博物館での学びを楽

しむ体験型のツアーを開催している。 

 

【成果】 

(R3)ナイトツアー1回：参加者 12名 

プレミアムツアー14回：参加者 31名 

(R4)ナイトツアー2回：参加者 17名 

プレミアムツアー43回：参加者 86名 

(R5)ナイトツアー1回：参加者 10名 

プレミアムツアー6回：参加者 15名 

(R6)プレミアムツアー2回：参加者 4名 

 

●【取組状況】 

他機関が主催するイベントへの出店や他機関

と連携したワークショップを開催した。 

 

【成果】 

(R5)他機関のワークショップ参加回数：2回 

他機関と連携したワークショップ開催回数：1

回 

(R6)他機関のイベント出店回数：8回 

●【課題】 

視聴者数は令和5年度と6年度で大き

な増減がなかったため、新規の視聴者

を増やす工夫が必要である。 

 

【対応】 

①動画本数の拡充、②公開した動画自

体を宣伝する方法を考えることで、動画

視聴者数増加を図り、来館機会のさら

なる創出を目指す。 

 

 

 

 

●【課題】 

市内宿泊施設の運営企業の変更により

ツアー自体が停止していたため、ツアー

回数を令和 4 年度以前の水準まで戻す

ことが課題である。 

 

【対応】 

ツアーのリピーターを獲得するよう内容

を工夫すること、参加者自身が発信した

くなるような充実した内容を目指すこと

で、ツアー参加者の増加を図る。 

 

 

●【課題】 

他分野の機関が開催するイベントへの

出店や、連携ワークショップの開催を通

し、新規来館者を獲得するために周知を

図った。今後はリピーターを増やす工夫

が必要である。 

 

【対応】 

他機関主催イベントへの出店や連携ワ

●文化財保存活

用課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●文化財保存活

用課 

●世界遺産登録

推進課 
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他機関と連携したワークショップ開催回数：3

回 

 

●企業版ふるさと納税「文化財との新しい関 

わりを提案 未来へつなぐ『マイ文化財』プロ 

ジェクト」の取組みについては P.50を参照 

 

ークショップを開催する際に、体験やイ

ベントの内容と、博物館で開催中の企画

展の内容をより強く関連付けるなどし

て、博物館に興味を持ってもらう機会を

増やす。また、博物館で楽しめる新しい

企画を創出していく。 

②-２-（２） 世界遺産登録に向けた取組みの推進 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R５） 課題及び対応 担当課 

ⅰ 構成資産「藤原宮跡・藤原

京朱雀大路跡」の史跡指

定の追加 

●【取組状況】 

世界遺産候補の構成資産内において、史跡の

追加指定が進んだ。 

 

【成果】 

・史跡追加面積：R1～3 年度(17,586.02

㎡)、 

R4 年 度 (50,046.23 ㎡ ) 、 R5 年 度

（8,547.24㎡）、R6年度（10,333.94㎡） 

 

●【課題】 

構成資産の史跡追加指定が進んでいる

ものの追加指定の同意が得られない地

権者不存在等の未指定地が残ってお

り、追加指定に向けた交渉の難易度が

高まっている。 

 

【対応】 

未指定地の地権者を探索し、史跡追加

指定に対する理解と協力を求める。 

●世界遺産登録

推進課 

（単位は年度） 

基本目標２－重点施策２ 審議会意見 

委員評価 

（人） 

A B C D  

2 1２ 1 0 

評価基準等 

意見・コメント 

・各事業は一定の成果が出ていると評価する。ＫＰＩの子どもの数はまだ減少傾向にあり、待機児童数も増加しているなど、今後

一層の努力が必要と思う。 

・取組みは効果的に実施できているものが多いと評価しました。【課題】として挙げられているものには対応が難しいものもあ

るように思われますが、今後も適切に対応を進めていただきたいです。 

・橿原神宮・今井町・昆虫館など橿原市には、素晴らしい所が多くあるが、その魅力が十分に生かされていないと思う。展示・見

学・講座等受け身的な取り組みが多いと思うので、参加型等のイベントや取り組みに力を入れるのがいいのではないか。 

・より戦略的・積極的に市のアウトリーチを進めていく必要がある。 

・世界遺産登録を目前にやること、登録後にやらなければならないことなど取り組んではおられるとは思いますが、地元住民の

意識啓発や説明会の実施、登録後の地域の発展に向けた共通のビジョンづくり、観光振興や国際交流を見据えた戦略的な体制

づくりなど課題山積かと思います。 

・市だけの博物館のコンテンツとして厳しいものがあると思われるので、県と連携して取り組むことが良いと考える。 

・今井町の観光客誘導については、世界文化遺産の登録も見据え、公共交通機関やレンタサイクルを活用して飛鳥・藤原の宮都

と連携する観点も重要と考える。 

・博物館については、博物館単独の SNS発信を行うなどプロモーションの強化が必要と考える。 

・今井町、藤原京跡、昆虫館や博物館等の橿原市独自の観光資源を活かした各種施策が着実に取り組みされていることは評価

できます。一方で、「周遊」という面では、御朱印や近隣の自治体との連携といった取組はあるものの、それ以上の広がりという

面では限界も感じられ、より広域での連携強化も必要だと思います。 

・世界遺産登録については着実に進捗しており評価できます。なお、数値目標の一つである「宿泊者数」については、施策の効

果が弱いのか、部屋数が増えない（あるいは減っている）ことが問題なのか、やや真因がつかみづらいと感じます。 

・藤原京周辺の整備は大変素晴らしいと感じます。春、秋とかなりの来場者があり誇らしいと思います。が、それに伴い、活性化

する施設が少なすぎます。あと、美観でいうと、大和三山付近とくに耳成山がみえるあたりにマンションや企業看板がそびえた

つのは痛手と思っています。今更無理ですが規制すべきでした。という視点からいくと、何年も先を見据え世界遺産登録目標

であったなら規制できたであろうなと思います。 

・歴史ある街並みとして、観光向け、ビジネスマン向け、小中学生向け、多方面から活用できる。 

・昆虫館はむしろ、自然体験重視、そして生態系への興味の出発点として教育利用できる。それが設立された当初は画期的なこ

とであった。 

・近隣高校参加は喜ばしい。 

・周りの自然（新沢古墳）との一体化。 
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 基本目標③安心して子どもを産み育てられる環境づくり 

～子育て支援のさらなる強化～ 

 

■施策体系 

 

 

■数値目標（数値は年度で 3月末日時点とする） 

18歳以下の子どもの増減 市を特徴づけるキーワードに「子育て」を選んだ人の割合 

 
 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

H26-R1：▲2,101人 

Ｒ１-R7：▲1,050人 
▲２，０２４人 未達成 

H30：47.0％ 

R7：62.3％ 
― その他 

 

 

 

 

 

-2500
-2000
-1500
-1000
-500

0
500

1000

H
2

6
-R

1

R
1
-R

3

R
1
-R

4

R
1
-R

5

R
1
-R

6

R
1
-R

7

目標

実績

20

40

60

80

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 実績

③安心して子どもを産み育てられる環境づくり 

③-１ 子育て世代への支援を進めます 

③-１-１ 結婚から子育てまで切れ目のない支援 

③-２-１ 子どもが夢を持って学べる教育環境の整備 

＜基本目標＞ 

＜重点施策（基本的方向）＞ 

＜主な取組み＞ 

③-２ 魅力ある教育を進めます 
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i. ③‐重点施策（基本的方向）１ 子育て世代への支援を進めます 

 

■重要業績評価指標（KPI）（数値は年度で 3月末日時点とする） 

待機児童数（潜在的待機児童を含む） 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

令和 7年 4月から小規模保育事業所が 3園開園し 50人

の定員増となるが、私立園、公立園でも保育士不足により、入

所児童数が定員に達していない園が多い。私立保育園向けの

補助事業を令和 7年度からは拡充し、公立園でも多様な働き

方を選べるような働き方改革を実施して保育士確保に取り組

んでいるが保育士不足の状況が続いている。そのため入所申

込の需要に追い付いていない現状であるので、今後も待機児

童削減に努めます。 

●こども未来課 

初期値 

目指す値 
R6実績値 進捗状況 

R1：179人 

R7：0人 
260人 未達成 

 

■主な取組み 

③-１-（１） 結婚から子育てまで切れ目のない支援 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応 担当課 

ⅰ 結婚したいと思う人の希

望をかなえる応援・サポ

ートの環境づくり 

●【取組状況】 

令和 3 年度から開始した定期的な相談場

所である「かしはら婚活ルーム」、縁結び制

度についても継続して実施した。縁結び制

度については、希望者のお見合いの日程

調整をデジタル化することでスムーズな

調整が可能となった。 

 

【成果】 

(R3)縁結び登録者数：65名 

婚活イベントを 2回開催し、計 38名の参

加と 9組がカップリングした。親の婚活塾

（セミナー）を3回開催し、子の結婚に悩む

親同士の意見交換を行い、家族関係の改

善につながった。 

(R4)縁結び登録者数：108名 

婚活イベントを 3回開催し、計 45名の参

加と 6 組がカップリング。親の婚活塾・男

性、女性の婚活塾（セミナー）を 9回開催。 

(R5)縁結び登録者数：100名 

婚活イベントを 3回開催し、計 70名の参

加と12組がカップリングした。なお、年齢

別のイベントを実施したことで参加者が増

加した。 

イベント同日に男性、女性の婚活塾（セミ

●【課題】 

 縁結び制度が結婚サポーターという

ボランティアに頼っているため、非常

に脆弱な仕組みの上で成り立ってい

る。 

 縁結び登録者が増加すると担当す

る結婚サポーターが登録者と連絡を

LINE、メール、電話等で密に行う必

要性があり、婚活サポーターが疲弊し

ている。このことが一要因となり婚活

サポーター数が減少している。 

 

【対応】 

・毎月定例会を開催し結婚サポーター

と議論し、改善を行っていく。結婚サ

ポーターのモチベーションをアップで

きるようなサポート体制の充実を図

る。 

・縁結び登録を年度更新とし、連絡が

取れる登録者のみ更新とし、登録者の

数を抑制している。 

・令和７年度より婚活ルームに参加し

た結婚サポーターに報償費を支払っ

ていく。 

・縁結び制度のお見合いと婚活イベン

●市民協働課 

0

100

200

300

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

目標 実績
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ナー）を開催し、カップリング成立数の上

昇につながった。 

(R6)縁結び登録者数：103名 

婚活イベントを 3回開催し、計 65名の参

加と 6 組がカップリングした。マッチング

を希望する人に集中してしまい、カップリ

ング数が少なくなった。 

トのカップル数を増やして成婚への足

掛かりとなるフォロー体制の充実を

図る。 

ⅱ 一般不妊治療費・不育治

療費の助成、産後期家庭

への家事援助「ママヘル

プサービス」の実施、妊娠

期（妊娠 5 か月時）・乳児

期（産後 1か月時）家庭へ

の積極的な電話相談・支

援 

●【取組状況】 

一般不妊治療・不育治療費助成を継続し、

妊娠を希望する夫婦の経済的支援を実施

した。また、妊婦健康診査の費用助成も継

続し、経済的負担の軽減を図ることで、必

要な健診を安心して受診できる体制を確

保した。 

 

【成果】 

妊婦健康診査： 

R3-9,727 件 /R4-9,203 件 /R5-

8,771件/R6-8646件 

一般不妊治療費助成： 

R3-142 件/R4-129 件/R5-144 件

/R6-135件 

 

 

 

●【取組状況】 

妊娠届出時に専門職が全件面談を行い、

支援が必要と思われる妊婦については会

議にて支援方針を検討し、相談係での継

続支援や母子保健係・支援係による支援

につないだ。また、出産後の育児や生活の

準備が本格化してくる時期である妊娠８

か月時に全妊婦対象のアンケートまたは

電話による状況把握を実施し、アンケート

回答内容等により訪問や面談、必要な情

報提供を行った。産後１か月時にも専門職

による電話で全件状況把握を行い、母子

や家族の心身の健康状態等を聞き取り、

産後の訪問や必要な支援につなげた。 

 

【成果】 

・電話支援等の実施率 

(妊娠 8か月時)R4-96.0％/R5-

98.0％/R6-96.9％ 

(産後 1か月時)R4-97.6％/R5-

96.5％/R6-99.3％ 

※産後 1 か月で連絡が取れなかった場合

にも産後 4か月までの乳児家庭全戸訪問

事業のタイミングまでに全件状況把握 

●【課題】 

一般不妊治療では妊娠に至らない場

合に生殖補助医療にステップアップす

る夫婦にとって、それらの治療が保険

適用であってもなお経済的負担が大

きい。 

妊婦健康診査費用助成の上限 10 万

円では不足し、自費で健康診査を受

診する妊婦もいる。 

 

【対応】 

・生殖補助医療についても費用を助成

する方向で予算化し、妊娠前の経済的

支援をより強化していく。 

・令和７年度からは上限額の増額（合

計 10 万円分から 11 万円分の助成

へ）し、より積極的な受診勧奨を行う。 

 

●【課題】 

・妊娠中や産後等の各段階における全

件状況把握を実施した結果、把握さ

れた要支援ケースを地区担当保健師

による密な支援等必要な支援につな

いでいくという取り組みをより強化し

ていく必要があるが、保健師のマンパ

ワー不足や産後すぐに利用できるサ

ービスの不足が課題となっている。 

 

【対応】 

・今後も全件状況把握の取り組みを継

続し、要支援ケースを把握した場合に

必要な支援につないでいく。 

・要支援ケースの支援を行う保健師等

専門職のマンパワーを確保していく。 

・産後ケア事業の内容を拡充し、産後

すぐに支援が必要なケースの受け皿

を十分に確保していく。 

●こども家庭課 

ⅲ 保育士・幼稚園教諭が集

まる環境づくり 

●【取組状況】 

市内私立園に対し、保育士確保のために

創設した補助金を周知し、適切に支給す

る。 

 

【成果】 

・保育士定着支援補助金申請者数：R4-

198人/R5-202人(見込)/R6-215人 

・保育士奨学金返済支援事業補助金申請

●【課題】 

市内私立保育園では、保育士を募集

しても希望人数まで応募者が集まら

ない園がある。また、退職者もあり、

全体として保育士が不足している。 

 

【対応】 

（市内私立園） 

・既存の補助金の継続に加えて令和 7

●こども未来課 
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者数：R4-12人/R5-11人/R6-10人 

・保育士宿舎借り上げ支援事業費補助金

申請者数：R4-0人/R5-1人/R6-1人 

 

 

 

 

●【取組状況】 

市内公立園の保育士の雇用促進や離職防

止のため、働きやすい環境を作る。 

 

【成果】 

・昨年同様にノンコンタクトタイムの実施

で、帳簿記録など勤務時間内で処理でき

た。時間外勤務等の削減の傾向がみられ

る。 

・保育補助の雇用人数を増やしたことによ

り、保育士が以前より精神的に余裕を持

って保育できるようになった。 

年度から補助金を新設。 

 〈新設補助金〉 

・保育士就職準備補助金 

・保育士家賃助成事業補助金 

・橿原市保育アルバイト支援事業補助

金 

 

●【課題】 

市内私立保育園同様、公立保育園で

も、保育士を募集しても希望人数まで

応募者が集まらない園がある。また、

退職者もあり、全体として保育士が不

足している。 

 

【対応】 

（市内公立園） 

・働きやすい環境づくりのため、柔軟

な働き方の構築。 

・保育と離れた場所で作業できるノン

コンタクトタイムを取得できる体制づ

くりの継続。 

・休憩時間の確保の取り組みの継続。 

・朝夕パート保育士や延長保育担当の

保育士を増員し、常勤保育士の負担

を減らす。 

ⅳ 支援が必要な子どもに対

する切れ目のない支援の

実施 

●【取組状況】 

３か月児、10 か月児、１歳６か月児、３歳６

か月児健康診査や、６～７か月児健康相

談、すこやか子ども相談を継続実施するこ

とで、発育・発達における重要な各月齢・

年齢において、保護者と共に子どもの成

長を確認し、共有する場となっている。健

診未受診者についても、地区担当保健師

による訪問や面談等による状況把握を行

い、必要な支援につないでいる。また、健

診後に更なる発達等の確認が必要な子ど

もについては、一定期間経過後に再度電

話等による状況把握を行い、保護者の心

配事が解消するよう支援している。こども

発達支援課・こども未来課とこども家庭課

の３課で開催する発達会議にて、支援が

必要な子どもの情報を含む様々な情報共

有や意見交換を行っている。 

 

【成果】 

・1歳 6か月時集団健診受診率： 

R3-97.3%/R4-99.9%/R5-

98.1%/R6-98.1% 

・3歳 6か月時集団健診受診率： 

R3-93.5%/R4-97.6%/R5-

95.6%/R6-98.2% 

 

●【取組状況】 

３課による発達会議で気になる子どもの

発達の情報共有 

 

【成果】 

(R4) 

●【課題】 

・各健診等の問診の場や健診未受診

者への対応において、子どもの発育・

発達だけでなく、保護者の心身の状

態や家庭背景等様々な相談に応じる

必要があることから、保健師等の専門

職のスキルを向上させる取り組みが

必要である。 

 

【対応】 

・保健師等の専門職が、研修の受講等

学習する機会を確保していく 

・発達会議については、３課で発達の

気になる子どもの情報を事前に共有

することで、幼児健診時にその情報を

もとに心理相談等の必要な支援につ

なぐことができており、今後も継続し

ていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●【課題】 

特に発達の気になる乳幼児について

の連携は公立園とはスムーズになっ

てきたが、私立園との連携はまだ不

十分である。 

 

●こども家庭課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●こども未来課 
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・2 か月ごとに開催できた。特に発達の気

になる乳幼児について健診時に把握でき

る視点が拡充でき、より有意義な指導と

健診の実施につながったと評価できた。 

・0～3歳児の乳幼児健診と情報をつなげ

ることで早期に子の成長に関わり、専門

分野との連携もスムーズになってきてい

る。 

（R5） 

R4の取り組みが継続できた。 

（R6） 

R5の取り組みが継続できた。 

 

 

●【取組状況】 

医療的ケアの必要な児童に看護師を配置

し支援を行うことができた。看護師の雇用

単価の引上げＲ５からＲ６は140円アップ

した。 

 

【成果】 

・看護師任用人数： 

R3-3名/R4-3人/R5-4人/R6-4人 

・派遣校数： 

(R3)-小学校 2校,中学校 0校 

(R4)-小学校 2校,中学校 0校 

(R5)-小学校 3校,中学校 0校 

(R6)-小学校 4校,中学校 0校 

【対応】 

引き続き私立保育園との連携につい

ても、各私立園と話し合いを深めなが

ら進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●【課題】 

医療的ケアに対応する看護師人材の

確保が年々難しくなってきている。今

後医療的ケアの必要な児童生徒が増

えた際に、十分な支援ができなくなる

恐れがある。 

 

【対応】 

必要な時期に人材を確保できるよう

な手立てをたて、学校や他課とも連携

を密にとりながら支援を進めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学校教育課 

ⅴ 支援が必要な子どもが安

心して集団生活・学習が

できるよう、専門職によ

る療育の実施、幼稚園・

保育所・小学校・中学校へ

の巡回支援や相談 

●【取組状況】 

専門家チームに同行し巡回に参加して支

援の必要性について情報共有して乳幼児

の支援の充実を図った。 

 

【成果】 

(R4) 

・年間 30回の巡回に参加した。 

・乳幼児の支援の方法や環境構成の充実

につながった。 

(R5) 

・年間 35回の巡回に参加した。 

・乳幼児の支援の方法や環境構成の充実 

につながった。 

(R6) 

・年間 20回の巡回に参加した。 

・乳幼児の支援の方法や環境構成の充実

につながった。 

・他機関の巡回を利用したことで、指導主

事の巡回の回数は昨年度より減ってい

る。 

 

●【取組状況】 

1 歳 6 か月児・3 歳 6 か月児健診と発達

相談後のフォローとして幼児療育教室、か

しの木園で就学前児童の療育を関係機関

と連携しながら実施している。 

 

【成果】 

児童発達支援事業所「かしの木園」事業所

●【課題】 

・乳幼児の支援の方法や環境構成に

ついて、より効果的な巡回支援の方

法を検討していく。 

・現場の職員が知りたい情報に添える

ような巡回の仕方について検討して

いく。 

 

【対応】 

・他機関（県の支援訪問や支援センタ

ーの育ちあいプロジェクト等相談窓口

等）の巡回を利用することで、より現

場の職員が知りたい情報に添えるよ

うな巡回となった。 

・各園から上がってくる特別な支援を

必要とする子どもたちの保育を参観

し、課題について共有し適切な支援に

繋げた。 

 

 

 

 

●【課題】 

支援の必要な子どもと家族の生活ス

タイルの多様化により、対応が難しい

ケースがある。より質の高い療育と保

護者支援、相談支援を提供できる人

材の育成と療育環境を整えて、外部

機関との連携も深めていく必要があ

る。 

●こども未来課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●こども発達支援課 
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アンケート 子どもと保護者の満足度：

R3-95 ％ /R4-95%/R5-93%/R6-

95% 

 

 

 

 

 

 

●【取組状況】 

教職員対象に支援が必要な子どもが安心

して集団生活や学習ができるよう研修会

を開催している。また幼稚園・保育所・小

中学校からの依頼に応じて巡回支援、担

任等が同席しての就学前の発達相談や就

学後の教育相談を実施している。 

 

【成果】 

・教職員研修会アンケート参加者満足度：

R3-100％/R4-94％/R5-99%/R6-

99% 

(R5)巡回訪問依頼のあった幼稚園・保育

園32園中24 園実施（公立園 15園、私

立園 9 園）巡回訪問依頼のあった小中学

校 21 校中 17 校実施（小学校 14 校、中

学校 3校） 

(R6)巡回訪問依頼のあった幼稚園・保育

園 32園中 26園実施（公立園 16園、私

立園 10園）巡回訪問依頼のあった小中学

校 21 校中 14 校実施（小学校 13 校、中

学校 1校） 

(R5) 

・巡回訪問支援振り返りアンケート 

①幼稚園・保育園への実施分満足度85％ 

②小中学校への実施分満足度 88％ 

(R6) 

・巡回訪問支援振り返りアンケート 

①幼稚園・保育園への実施分  満足度：

83％ 

②小中学校への実施分 満足度：92％ 

 

【対応】各専門職と庁内関係課、医療

機関や相談支援事業所等の関係機関

との連携を更に強化し、支援の必要な

子どもとその家族のニーズに合わせ

たきめ細やかな療育や支援、就学前

と就学後の連携にも取り組み、より充

実した相談支援を提供する。 

 

●【課題】 

行動観察等による発達状況のアセス

メントを行える巡回訪問の専門性を

有する心理相談員の確保に苦慮する

状況が続いている。また、相談内容の

複雑・多様化へも対応する必要があ

り、人材の確保と心理相談員のスキル

アップが必要である。 

 

【対応】 

発達障がいを含む様々な特性を個性

と捉えるダイバーシティ＆インクルー

シブの観点を取り入れながら、支援を

必要とする児に対する発達支援や、特

別支援教育の視点を取り入れた関わ

りや授業・学級づくり、特別支援学級、

通級指導教室担当者への助言と指導

をしていけるよう、専門性向上のため

の研鑽に努めて、適切な支援の提供

ができるようにしていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅵ 子どもや保護者に向けた

あそびの提供や講座、相

互交流イベントの開催 

●【取組状況】 

「家庭教育支援事業」 

子育ての悩みを参加者で共有し、解決す

ることを目的として、乳児や未就園児・保

護者を対象として、身体や身近なものを

使った遊びや保護者同士の交流を中心と

した講座を実施 

 

【成果】 

リズム遊びⅠ、通園グッズ作り&みんなで

あそぼ、ビギナーママプログラム、赤ちゃ

んとあそぼ、はればれ子育てプログラム、

体育遊び： 

(R3)全62回開催、大人571人、子ども

1,262人、計 1,833人 

(R4)全71回開催、大人975人、子ども

1,378人、計 2,353人 

●【課題】 

講座の対象者が限定的なものがあ

り、参加者が集まらず、開催できない

事業があった。 

 

【対応】 

事業の内容及び講座について見直し

を行う。 

●生涯学習課 
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(R5)全67回開催、大人1,360人、子ど

も 1,442人、計 2,802人 

(R6)全57回開催、大人1,623人、子ど

も 1,485人、計 3,108人 

子育ての悩みを同じ境遇の人と共有する

ことができ、解決へつながりそうであると

の感想があった。 

ⅶ 地域での子育て支援や児

童虐待から子どもを守る

体制の充実 

●【取組状況】 

地域子育て支援拠点事業として、「こども

広場」と「子育て支援センター」で、子ども

や保護者のための交流や情報の発信・交

換の場としての充実を図った。 

 

【成果】 

・地域子育て拠点のべ利用人数： 

R3-16,482 人/R4-17,442 人/R5-

23,370人/R6-26,213人 

・地域子育て拠点特別講座・子育て講座開

催回数： 

R3-29 回/R4-31 回/R5-30 回/R6-

31回 

 

●【取組状況】 

問題を抱えた家庭に対応するため、多様

な専門資格を持つ家庭児童相談員を配置

した。また、要保護児童対策地域協議会を

充実して関係機関の連携を図り、子ども

を守る体制を整えた。 

 

【成果】 

・要保護児童対策地域協議会個別ケース

検討会議開催回数：R3-37 回、R4-80

回、R5-93回、R6-82回 

●【課題】 

交流や情報の配信についての効果検

証がみえにくい。効果検証を行い課題

を抽出しより充実を図る取り組みが

必要である。 

 

【対応】 

講座後のアンケートの内容の見直し、

交流後にもアンケートを取ることで利

用者のニーズにあったサービスを提

供することにつなげていく。 

 

 

 

 

●【課題】 

こども家庭センターを設置し、母子保

健機能と児童福祉機能の連携がスム

ーズとなったが、ケースの共有や受け

渡し、記録、タイムリーな情報交換等

連携の方法について具体的な課題が

でてきている。 

 

【対応】 

子どもを守る体制を整えるため、課題

としてでてきている内容について一

つ一つ具体化し、より良い連携の方法

について解決していくことで質の向

上に努める必要がある。 

●こども家庭課 

ⅷ 保育・教育環境の充実・整

備及び多様な保育ニーズ

に対応した保育所・幼稚

園の適正化 

●【取組状況】 

橿原市公私連携法人指定審査委員会にお

いて選定した公私連携法人候補者との協

定締結に向けて、同委員会にて協定書の

内容について審議を行った。同委員会で

審議した協定書の内容で協定締結に至

り、公私連携法人候補者を公私連携法人

として指定した。また、公私連携法人の指

定に伴い、保護者・地域住民に公私連携法

人の紹介を兼ねた説明会を行い一定の理

解を得られた。 

 

【成果】 

・公私連携幼保連携型認定こども園の新

設に向けた、協定書の締結 

・橿原市公私連携法人指定審査委員会の

開催回数：R5-3回、R6-1回 

●【課題】 

公私連携幼保連携型認定こども園の

開園に向けて、タイトなスケジュール

となる。 

また、保護者・地域住民に一定の理解

を得られているが、公立幼稚園の閉

園については、一部の保護者の十分

な理解を得られていない。 

 

【対応】 

厳密な進捗管理を行うとともに、公私

連携法人等と密に連携を図り、保護

者等にも丁寧な説明を行いながら諸

準備を進めていく。今後、より一層丁

寧な説明を行っていく必要がある。 

●こども政策課 

（単位は年度） 
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基本目標３-重点施策 1 審議会意見 

委員評価 

（人） 

A B C D  

4 ９ 2 0 

評価基準等 

意見・コメント 

・各事業は一定の成果が出ていると評価する。ＫＰＩの子どもの数はまだ減少傾向にあり、待機児童数も増加しているなど、今後

一層の努力が必要と思う。 

・数値目標や KPIでは未達成になってしまいますが、結婚・子育てのように個人の価値観や状況による影響が大きい分野にお

いては総合的に政策の効果を見ることが必要であると考えます。取組みの内容を見ると、担当課が様々な取組みを行い、また

細やかにフォローしていることが伺えるため、効果を上げていると評価しました。 

・現在の保育士の待遇改善を図ることにより重点をおくことが、保育士を目指す人材確保にもつながるのではないかと思う。 

・支援が必要な子どもについて、巡回支援や相談が行われていることは評価できるが、園や学校の中で直接子どもたちに支援

できる相談員的な人を配置するなどの体制をとることがより有効であると考える。（たとえ週 2～3回でも） 

・保育・幼児教育の担い手の確保に苦慮されておられるようですが、橿原市ならではの方法で保育士・幼稚園教諭を確保し離職

せず、働いてもらえる環境整備を願います。保育士・幼稚園教諭ご自身もニューファミリーで、橿原市で新たに生活をはじめて

もらえるような方が増えると好都合かと思います。 

・マンパワー不足の中、努力されているが、解決は難しく、様々手を変え、品を変えやる必要があると考える。 

・保育士の確保については、困難な状況が続いているが、再検討して確保に努めてほしい。 

・主な取り組みとしては、それぞれ「A」評価になりうる一定の成果が上がっているが、KPIの達成に繋がっていない。 

・待機児童をなくす取り組みの強化（具体的な人材確保策の検討）が急務であると考える。 

・他の施策と比較すると、各々の施策で、課題を解決するためのハードルが非常に高いと感じます。 

・施策が多岐に亘り、なおかつきめ細やかな対応が求められることから、相応のマンパワーに頼らなければならず、企画や取り

まとめを行う市の職員数などの人的リソースが十分に確保されているのかの検証がポイントになると思います。 

・人的リソースが十分に確保できないのであれば、施策の絞り込みなどの検討も必要ではないかと考えます。 

・今まで以上に民間の活用や連携の余地がないのかについても、検討が必要だと考えます。 

・待機児童数が増加している現状を鑑み、評価は「Ｃ」とします。 

・この分野は私自身あまり得意ではありませんが、周囲の話を聞いている限り、子育てについて大きな支障を感じているという

声は多くありません。私の住む町でも新たに保育園が整備され、一定の環境が整いつつある印象です。 

・結婚支援については課題を感じています。以前、橿原市の補助金を活用した婚活イベントを主催した経験がありますが、手続

きが非常に煩雑で、次回も開催しようという意欲が持てませんでした。具体的には、店舗を提供し主催したにもかかわらず、場

所代は支払われないという仕組みでした。このような条件では、多くの事業者は開催に踏み切れないのではないかと思いま

す。支援の仕組みが「ボランティアありき」になっている印象を強く受けました。 

・保育士不足に対する対応の制度充実は総花的にあるが、現場の人員不足対応には、インパクトがない。 

・スクールカウンセラーは専門職でなくてもよい。人柄で人選する。 

・子供の虐待については、相談もさることながら、即対応の緊急な出来事に対して親のレスパイト機能を持った施設が必要。 
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ii. ③‐重点施策（基本的方向）２ 魅力ある教育を進めます 

 

■重要業績評価指標（KPI）（数値は年度で 3月末日時点とする） 

ＩＣＴを毎日活用した授業の割合（小学校） 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

令和６年度全国学力学習状況調査【学校質問紙】によると、前

年度に教員が大型掲示装置（プロジェクター、電子黒板など）

などの ICTを活用した授業を 1クラスあたりほぼ毎日行った

割合は初期値を大きく上回り、県、全国平均も上回っている。

また、「児童質問紙」においても、児童が授業内でタブレットを

使用する機会が、増えてきたことで８割以上の児童が友達と

意見を共有したり、活動を協力したりするのに ICT 機器が有

効であると回答している。 

●学校教育課 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：12.5％ 

R7：90.0％ 
8０.０％ 達成 

ＩＣＴを毎日活用した授業の割合（中学校） 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

令和６年度全国学力学習状況調査【学校質問紙】によると、前

年度に教員が大型掲示装置（プロジェクター、電子黒板など）

などの ICTを活用した授業を 1クラスあたりほぼ毎日行った

割合は初期値より低く、県、全国平均も下回っている。生徒同

士の考えの共有や学習内容の理解に ICT が効果的であると

7 割以上の生徒が回答しているが、授業では、ICT を活用し

た生徒の考えの交流や個別最適な学習の実施状況は 3 割程

度となっている。 

●学校教育課 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：50.0％ 

R7：90.0％ 
33.3％ 未達成 
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■主な取組み 

③-２-（１） 子どもが夢を持って学べる教育環境の整備 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応 担当課 

ⅰ 新時代の学びを支える

ICT教育の整備 

●【取組状況】 

一人一台端末を利活用した授業改善への取

り組みについて、中学校は教科別に、小学校

は希望のある学校に、ロイロノートを活用し

た研修を実施。また、オンライン国際交流授

業やオンライン学校間交流を実施。 

 

【成果】 

授業における学習用端末の使用状況につい

て（2 学期）アンケートをとったところ、平均

週１回以上の頻度で使用している職員 

小学校（R3-7 割/R4-7割 6 分/R5-8割

2分/R6-9割） 

中学校（R3-3 割/R4-5割 4 分/R5-4割

5分/R6-8割 3分） 

●【課題】 

授業の中で、教師が毎日電子黒板を使用

して授業することは、小学校で増加してい

る。しかし、児童がクロームブックを使用し

て学習している時間と教師が児童に ICT

機器を使用して学習する時間との割合に

差がある。中学校は、教師が ICT 機器を

使用して授業をする割合が数年間横ばい

である。 

 

【対応】 

LDX 推進校や市指定妍や県指定妍を受

けている学校に、研修などを行い、授業の

改善をすすめる。 

●教育総務課 

●学校教育課 

 

ⅱ こどもたちが自分の命を

大切に考え、すべてのこ

どもたちが教育活動に参

加できる環境の整備 

●【取組状況】 

外部講師を招いて命・人権等に関する学習

の実施。不登校児童生徒に対する適応指導

教室の利用に際して、ICT 端末を利活用し

たリモート授業を実施。 

 

【成果】 

いのちの学習： 

H27-22 校/H28-21 校/H29-20 校

/H30-8 校 /H31-22 校 /R2-未実施

/R3-未実施/R4-6 校/R5-15 校/R6-7

校 

【課題】 

各校の教育目標に照らし合わせて、外部

講師を効果的に活用する事業を実施して

きたが、令和 2・3 年は外部講師を招聘し

たいのちの学習は実施できなかった。令

和 4年度は6校、令和 5年度は 15校が

実施している。しかし、実施校は自校で講

師を探し、講師謝礼も自校で準備したた

め、学校ごとで実施内容や費用に差が見

られた。 

 

【対応】 

令和 6 年度から、小学校 5 校・中学校 2

校を対象に、こどもたちへ命の大切さを

伝える授業を実施する事業を再開してお

り、令和 7 年度以降も引き続き実施して

いく。 

●学校教育課 

ⅲ 文化財や昆虫を題材に学

校と連携したアクティブ・

ラーニング（主体的・能動

的な学習）の実施 

●【取組状況】 

文化財を活用したプログラムや、史跡新沢

千塚古墳群や市内出土資料を活用した校外

学習の実施、博学連携企画展を開催した。 

 

【成果】 

(R3)奈良県立高田高等学校における対話

型学習「陶宝見聞録」1 回、奈良県立橿原高

等学校との博学連携企画展「弥生ARTを科

学するⅡ～弥生人の見たもの～」開催、校外

学習 6校実施。 

(R4)博物館実習生との博学連携企画展「こ

れ、おもろ。知らんけど。」開催、校外学習 8

校実施。 

(R5)奈良県立高田高等学校における対話

型学習「陶宝見聞録」1 回、奈良県立橿原高

等学校との博学連携企画展「ここみてや！」

開催、校外学習 7校実施。 

(R6)奈良県立橿原高等学校との博学連携

企画展「キン。ボリッ。パリッ。～石器をつく

ったよ～。」開催、校外学習 3校実施。 

 

●【課題】 

文化財を活用したプログラムとして、出前

授業の対応をしているが、昨年度は依頼

が無かった。周知不足である。 

博学連携企画展については、昨年度も高

校生ならではの視点で展覧会を開催する

ことができた。今年度以降も、高校生の研

究の魅力を十分に引き出した展覧会を開

催していくことが課題である。 

校外学習については、令和 6 年度は市外

の学校の利用がなかったため、令和 5 年

度に比べて利用回数が半分に減ってい

る。校外学習での利用を増やしていくこと

が課題である。 

 

【対応】 

文化財を活用したプログラムについては、

依頼があった学校のみでなく、市内の高

校等にも周知していく。 

博学連携企画展については、橿原高校考

古学研究部員とのコミュニケーションをよ

り密にし、部員たちの意図をより反映した

●文化財保存活

用課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



40 効果検証報告書 

 

 

 

 

 

 

●【取組状況】 

橿原市・明日香村・高取町の各小学校3年生

を対象に、理科の授業で使用できるよう小

学校学習指導要領に準拠したモンシロチョ

ウの飼育教材を配布した。また、配布の際、

先生方にモンシロチョウの採卵方法、プラス

チックカップで幼虫を飼育する方法などの

説明を行った。 

 

【成果】 

・出前授業実施校: 

(モンシロチョウ)R3-12校 

(メダカ)R3-1校 

・教材配布校 :R4-15 校/R5-1５校/R6-

14校 

内容を企画していく。 

校外学習については、市内・市外を問わ

ず、近隣の小学校とその担当教員に対し、

更に周知していく。 

 

●【課題】 

子どもたちが身の回りの昆虫を題材に

し、豊かな自然や生物を愛護する気持ち

を育むきっかけとなるような学習ができ

るよう学校と連携する必要があるが、学

芸員の人員不足により事業継続が困難な

状態に陥っている。 

 

【対応】 

館の運営に関する業務を精査しながら、

現状の体制で事業継続ができるよう、事

業のスクラップも含め検討していく。 

 

 

 

 

 

●昆虫館 

ⅳ こどもの読書環境の整備 ●企業版ふるさと納税「こども読書環境向

上プロジェクト」の取組み P.５３を参照 

 ●生涯学習課 

（図書館） 

（単位は年度） 

 

基本目標３-重点施策 2 審議会意見 

委員評価 

（人） 

A B C D  

5 ７ 3 0 

評価基準等 

意見・コメント 

・ＩＣＴの活用については、環境整備は整ったと思うが、教員の活用が今後の課題と思う。ＡＩの進化の速度が加速度的になって

きており、新たな社会へ適応する力を養成するためにも、従来型の教育からの脱却が望まれる。 

・小学校においては ICTの活用が順調に進んでいることが伺えます。今後、課題として挙げられていた、中学校における ICT

の効果的な活用・出前授業等の周知を通した学習機会の創出などを進めていただきたいです。 

・ICT機器を使用しているか、していないかということを中心に評価していくよりも有効な ICT活用がなされているかどうか

を評価していかなければならないと思う。 

・博物館や昆虫館の取組は厳しいと感じる。施策を絞ったり、県など、他のものも活用し PRに努める形にしたほうが良いと考

える。 

・ICTの活用について、中学校の教員の ICTスキルの向上が必要と思われる。 

・小学校におられる外部講師による命の大切さを伝える授業やアクティブラーニングについては、市内の全小学校で実施され

るよう学校との調整を図られたい。 

・ＩＣＴ活用で中学校の進捗状況が芳しくない理由について、ＩＣＴの活用と授業の内容との相性が悪いのか、或いは、先生のリテ

ラシーの問題なのか、真因を分析する必要があると考えます。 

・豊富な文化財を活用したプログラムの品ぞろえは十分であるものの、利用実績が芳しくない状況を鑑みれば、現場のニーズと

の乖離の有無等、プログラムの見直しも検討課題になると思います。 

・一人一台というのは評価できる。よりよい環境。 
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 基本目標④安心して健康に暮らせるまちづくり 

～安心・安全・健康を支えるコミュニティ形成～ 

 

■施策体系 

 

 

■数値目標（数値は年度で 3月末日時点とする） 

災害協定件数 市を特徴づけるキーワードに「医療・健康」を選んだ人の割合 

  

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：38件 

R7：48件 
５４件 達成 

H30：58.9％ 

R7：62.3％ 
― その他 
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④安心して健康に暮らせるまちづくり 

④-１ 地域住民と連携したまちづくりを進めます 

④-１-１ 防災・防犯・交通安全につながる整備とコミュニティづくりの推進 

④-２-１ 先進技術を活用した健康増進のまちづくり 

＜基本目標＞ 

＜重点施策（基本的方向）＞ 

＜主な取組み＞ 

④-２ 奈良県立医科大学と連携したまちづくりを進めます 

④-２-２ スポーツ・軽運動を通じた心身の健康増進の推進 
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i. ④‐重点施策（基本的方向）１ 地域住民と連携したまちづくりを進めます 

 

■重要業績評価指標（KPI）（数値は年度で 3月末日時点とする） 

安心パーク利用率（土・日・祝日における訓練・講座） 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

訓練参加の団体が増えた要因として、危機管理課窓口等での

自主防災会への訓練参加の働きかけを広げてきたことによ

り、毎年訓練に参加する自主防災会以外に新たに訓練や講座

に参加した自主防災会が参加した為であると考えられる。 

●危機管理課 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：27.7％ 

R7：40.0％ 
2７.0％ 未達成 

■主な取組み 

④-１-（１） 防災・防犯・交通安全につながる整備とコミュニティづくりの推進 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応 担当課 

ⅰ 空家等の発生予防、早期

発見による適正管理の促

進と再生利活用による地

域活性化の実施 

●【取組状況】 

派遣アドバイザーによる住宅・建築物相談

会並びに空家等相談会を毎月各 1回公募

し、全ての申込者への対応ができた。 

 

【成果】 

・住宅・建築物相談会： 

R4-3回/R5-6回/R6-3回 

・空家等相談会： 

R4-7回/R5-3回/R6-4回 

 

 

●【取組状況】 

流通困難な空家等を対象とし、各種専門

家団体と協力して流通サポートを行う空

家等対策プラットホーム関係団体会議を

運営しているが、R６年度は関係団体会議

を開催し１件について問題解決にむけて

取組中である。 

 

【成果】 

・関係団体会議： 

R4-未開催/R5-1回/R6-1回 

・相談案件数： 

R4-0 件(対象案件なし)/R5-1 件/R6-

2件 

 

●【取組状況】 

地域活性化を目的として空家等を利活用

し地域のコミュニティ施設等として再生を

行うモデル事業に補助を行う空家等利活

用再生補助の応募を行った。過去２件の

交付実績はあるが、ここ数年は相談はあ

●【課題】 

市民が住宅・建築物又は空家等に関して

気楽に相談でき専門的知見からアドバイ

スをもらえる機会を構築する必要がある。 

 

【対応】 

市民からの問い合わせや相談に対し、問

題内容を確認し、各相談会への申込に繋

げている。専門家に相談しアドバイスを受

ける事により問題解決への進め方を認識

し、不安解消に繋がっている。  

                                                            

●【課題】 

流通困難な空家等に対し各種専門家団体

と協力して流通サポートを行う体制を構

築する必要がある。 

 

【対応】 

空家等プラットホーム関係団体による流

通サポートは空家等問題解決には必要な

取組であり、民間流通を阻害しない仕組

みで体制維持できるよう関係団体と協議

している。また、所有者等が自ら問題解決

に向け進めれるよう、窓口や各種相談会

を通じ情報提供やアドバイスする取組に

重点をおいている。 

                                                              

●【課題】 

空家等の対策の補助制度を創設する必要

がある。 

【対応】 

空家等対策の補助制度では、利活用再生

事業に重点を置き取り組んできたが、令 

●住宅政策課 
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るが交付申請には至っていない。 

 

【成果】 

(R4)0件(R5)0件(R6)0件 

空家等の除却を促進し、老朽化した危険

な空家（不良住宅空家）の除却や跡地を地

域の交流や賑わいを活性化させる事業

（跡地活用事業）のための空家等の除却に

補助を行う。 

 

●【取組状況】 

地域住民と協働した橿原市空家コーディ

ネーター制度があり、自治会からの推薦者

を対象に今年度も対面での研修会を 2回

実施し、新規受講者を空家コーディネータ

ーとして認定した。 

 

【成果】 

・空家コーディネーター新規認定者： 

R4-５７名/R5-６名/R6-１２名 

和６年度より空家等の解体・除却等に対す

る補助を新たに創設した。今後は、除却前

に不良住宅空家の認定を受ける必要があ

り活用できそうな空家に周知を図りたい

と考えています。                                           

 

 

 

 

 

●【課題】 

空家等対策において地域と市のつなぎ役

をしていただける方の育成が必要であ

る。 

 

【対応】 

地域事情に精通している自治会役員等が

空家等対策に関心を持ってもらうことで、

まちづくり活動の一環とした空家コーディ

ネーター制度を継続し、地域と連携した空

家等の対策を定着させていく。 

ⅱ 通学路を中心とした路側

帯や交差点等のカラーリ

ングによる路面表示 

●【取組状況】 

通学路交通安全プログラムとして、教育委

員会、警察、学校関係者、道路管理者等で

合同点検を実施。 

 

【成果】 

(R3)八木中学校区を点検し、交差点カラ

ー化や路面標示など 25箇所を整備。 

(R4)大成・橿原中学校区を点検し、交差

点カラー化や路面標示など 3 箇所を整

備。 

(R5)光陽・白橿・畝傍中学校区を点検し、

交差点カラー化や足形マーク・路面標示・

外側線等の補修など 3箇所を整備。 

(R6)各小学校区を合同点検し交差点マ

ークや交差点のカラー化、路面標示、ラバ

ーポールを設置など 19箇所を整備 

 

●【取組状況】 

通学路緊急合同点検として、教育委員会、

警察、学校関係者、道路管理者等で合同

点検を実施。通学路を中心とした路側帯

や交差点等のカラーリングによる路面表

示を行うことで、児童生徒が登下校で通

行する道路の注意喚起や歩行者や自転車

利用の安全対策の整備が図られた。 

 

【成果】 

・八木中学校区を点検し、横断歩道の補修

やカーブミラーの設置、交差カラー化や足

形マーク・路面標示等の新設及び補修な

ど 29箇所を整備。 

・緊急合同点検箇所カラーリング実施：

R3-34か所/R4-35か所/R5-21か所

/R6-25か所 

●【課題】 

 関係機関と連携し合同点検を実施し計画

的かつ効率的に保全しているが、交通量

の増加に伴う損傷、経年劣化などにより

維持修繕が必要な個所が多くなっている

状況は変わらない。 

 

【対応】 

今後も合同点検を実施することにより、状

況を適切に把握し安全対策の整備を図っ

ていく。 

 

 

 

 

 

 

 

●【課題】 

関係機関と連携し合同点検を実施し計画

的かつ効率的に保全しているが、経年劣

化などにより維持修繕が必要な個所が多

くなっており、地元からの要望も年々増加

傾向にある。 

 

【対応】 

自治会や PTA、学校等多方面からの情報

収集に努める。要対応箇所の危険度の迅

速な判定やそれに伴う修繕のみならず、

各校における子どもの危機対応能力向上

を図るための取組として安全指導を適切

に実施するよう指導しており、今後も継続

して周知・啓発していく。 

 

●建設管理課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学校教育課 

 

ⅲ 防災講座や出前講座によ

る防災知識の啓発 

●【取組状況】 

市民に災害リスクや災害への備えについ

●【課題】 

出前講座・防災講座の実施回数は増加傾

●危機管理課 
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て周知する機会として出前講座・防災講座

を66回実施することで、防災意識の向上

を図った。 

 

【成果】 

・安心パーク防災講座： 

R3-36 回/R4-47 回/R5-52 回/R6-

22回 

・出前講座(防災)： 

R3-0 回/R4-2 回/R5-37 回/R6-44

回 

・防災教育： 

R5-6回/R6-0回 

向にあることから防災意識の向上に一定

数寄与しているものの、R6 年度には小・

中学生などを対象とした防災教育の実施

がなく、講座内容の固定化が懸念される。 

 

【対応】 

令和 7 年度においては、講座内容を充実

させ、防災意識向上を促していくことで本

市の地域防災力の強化を図る。 

 

ⅳ 道路の安全対策、河川カ

メラの設置による防災対

策、脱炭素社会に向けた

コミュニティづくり 

●企業版ふるさと納税「市管理道路の安

全対策プロジェクト」の取組み P.５１を参

照 

●企業版ふるさと納税「地域デジタル化

推進プロジェクト」の取組み P.５０を参照 

●企業版ふるさと納税「エコライフ推進プ

ロジェクト」の取組み P.５２を参照 

 

●建設管理課 

道路河川課 

 

●デジタル戦略課 

 

●環境政策課 

（単位は年度） 

 

基本目標４-重点施策 1 審議会意見 

委員評価 

（人） 

A B C D  

4 ９ 2 0 

評価基準等 

意見・コメント 

・災害協定件数が伸びるなど、一定の成果が出ていると思う。しかし、学校教育との連携や市民の意識啓発については一層の

工夫が必要だと思う。また、空家対策が進んでおらず今後の課題と思う。 

・取組み状況の様子から、一定程度効果を上げていると考えました。課題は様々ありますが、対応として示されたことを着実に

進めていただければと思います。 

・橿原市は災害が少ないのでそのことは強みとなる。 

・防犯については、防犯カメラの設置をさらに進めてほしいと思う。 

・交通安全については、きめ細やかな通学路点検が行われていると思う。 

・災害の少ない地域である立地を生かし、国の広域避難所などを考慮に入れた施設整備や組織づくりなども考えて行けるので

はないでしょうか。 

・地域の個別の事情に沿った取り組みができていると考える。 

・空き家対策では、空き家コーディネーターへの活躍を推進すべきであると考える。 

・通学路の安全面では、合同点検は効果的であると思われるので、修繕等に必要な予算の確保が重要である。 

・防災については、子供たちへの教育が重要であるため、学校における防災教育の一斉実施を計画されてはどうか。 

・各施策については計画通り着実に実践されており、災害協定件数が目標を上回り、安心パーク利用率も増加傾向にあるなど、

成果も評価できます。 

・空き家対策や通学路等の事故防止策についても必要な取組がなされていると評価できます。ただし、市民の防災・防犯意識

の向上については継続的な取組が必要であり、課題に対する適切な対応も引き続き必要であることから、現時点での評価は

「Ｂ」とします。 

・私の住む地域でも高齢化、単身が増えていますが、自治会施設がないので、皆さん行き場がなく困っています。駅からも遠く、

昔はバス路線もありましたが今はないのでコミュニティバスが通ればいいのにとおっしゃっています。 

また、防災は近所の自治会（公園で立ち話）で取り組みしていますが防犯に関しての整備はされていないと思います。他所では

わかりません。 

・空家はどこにあるかによって対応の仕方も違ってくるが、それを問題視したことは評価できる。 

・権利関係があるので解決しづらいからこその行政が関わる課題である。 
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ii. ④‐重点施策（基本的方向）２ 奈良県立医科大学と連携したまちづくりを進めます 

 

■重要業績評価指標（KPI）（数値は年度で 3月末日時点とする） 

奈良県立医科大学との連携による健康教室の参加人数 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

「健康かしはら 21 講座」の教室を開催していたが、令和 3 年度

より新型コロナウイルス感染症拡大のため教室を廃止とした。 

 

 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：317人 

R7：630人 
－ その他 

＜参考代替ＫＰＩ＞ 

 

＜参考代替 KPI＞ 

R4 年度から実施している多世代サッカー交流大会で、小学生向

けのスポーツ検診を実施していることから、参考として以下の代

替 KPI を設定した。今後他事業においてもスポーツ検診を実施

できるように努めていく。 

〇奈良県立医科大学との連携によるスポーツ検診の受診者数 

[目標値]R7:100人 

[実績値]R4:20人、R5:60人、R6:71人 

令和 6 年度はバスケットボールサマークリニックで、小学生向け

のスポーツ検診を実施。順調に推移している。成長期の子どもた

ちの身体状況を把握できる点で、保護者からの関心も高いと考

える。 

●スポーツ推進課 

市主催スポーツイベントの参加者数 

 

指標の動き及び進捗状況の分析 

令和 6 年度は 12,624 人と、令和元年度（11,021 人）を上回

り、最終目標の 13,200 人に対し、進捗率約 95.6%と目標達

成が現実的な水準に達している。既存イベントの復活だけでな

く、スポーツコミッションによる新たな取り組みや、広報・市民の

健康意識の高まりなど、複合的な要因と考える。 

●スポーツ推進課 

初期値 

目指す値 
R６実績値 進捗状況 

R1：11,021人 

R7：13,200人 
1２,6２４人 未達成 
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■主な取組み  

④-２-（１） 先進技術を活用した健康増進のまちづくり 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応 担当課 

ⅰ 医大の知見を取り入れた

まちづくりの推進 

●【取組状況】 

附属病院周辺地区において、奈良県及び近

鉄と協議を行い、「奈良県立医科大学附属病

院南側地区のまちづくりにおける（仮称）医

大新駅の設置等に関する基本協定書」を締

結した。 

また、奈良県と協議を行い、新駅周辺のまち

づくりの方向性を整理できた。 

 

【成果】 

(R3)新駅整備等に伴うまちづくりの効果検

証（経済、駅利用者、地域への影響の観点） 

(R4) 

・「奈良県立医科大学附属病院南側地区のま

ちづくりに関する連携協定書」の締結 

・医大・周辺まちづくり検討会開催：3回 

(R5) 

・医大・周辺まちづくり検討会等開催：3回 

(R6) 

・「奈良県立医科大学附属病院南側地区のま

ちづくりにおける（仮称）医大新駅の設置等

に関する基本協定書」の締結 

・まちづくり協議会開催：3回 

●【課題】 

新駅設置についての基本事項の合意、駅

周辺整備についての方向性の整理はでき

たものの、詳細な整備内容は今後の協議

により決定していくこととなる。 

 

【対応】 

整備内容については、利用者だけでなく

地元住民の生活環境や、交通渋滞などの

周辺環境に配慮し、総事業費も考慮しな

がら協議を行い、詳細を決定していく。 

●市街地整備課 

④-２-（２） スポーツ・軽運動を通じた心身の健康増進の推進 

 具体的な取組み 取組み状況及び成果（R６） 課題及び対応 担当課 

ⅰ 健康増進・心身形成・病

気予防につながるスポー

ツや軽運動の機会形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●【取組状況】 

年齢、性別、障がいの有無に関わらず、市民

の誰もがスポーツに関わることが出来るよ

う、主にニュースポーツを普及・指導する「ス

ポ―ツ推進委員派遣事業」を行った。 

 

【成果】 

派遣事業： 

R3-11件/R4-53件/R5-53件/R6-45

件 

 

●企業版ふるさと納税「バスケットボール活

性化プロジェクト」の取組み P.５１を参照 

 

●企業版ふるさと納税「する・観る・支える」

スポーツ応援プロジェクトの取組み P.５２を

参照 

●【課題】 

障害のある方や、子育て世代など、参加が

困難な層に対するアプローチが十分では

ない。 

 

【対応】 

・実施件数に加え、参加者の属性や参加目

的、満足度などを分析し、事業の改善につ

なげる。 

・障がい者向けのスポーツ体験、働き世代

向けの短時間プログラムなど、層別のニー

ズに対応した事業を検討する。 

・学校や医療機関との連携による情報発

信など、情報が届きにくい層にもリーチで

きる仕組みを強化する。 

●スポーツ推進

課 

ⅱ 地域の健康づくり活動の

支援 

健康的な生活習慣づくり

に向けた意識啓発 

●【取組状況】 

新たなウォーキングコースのマップ作成や健

康的なレシピの配信を継続的に実施。 

橿原市食生活改善推進員協議会・近畿大学

実習生・県栄養士会と協働で市内商業施設

等 6か所において減塩啓発活動を実施し、 

延べ 519 名に対し対面でクイズや体験、個

別栄養相談を行った。 

畿央大学学生作成の食育動画を 市

YouTube(カシイロ)に掲載、生命保険会社

●【課題】 

運動普及推進員（市民ボランティア）作成

のウォーキングマップは市の観光・歴史ス

ポットもコースに盛り込まれ、市民や市を

訪れる人々の健康づくりと文化振興にも

効果があると考えられるが、作成には作

業量が多い取組である 

 

【対応】 

運動普及推進員による作成の継続ができ

●健康増進課 
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との連携においては、検診の受診勧奨に取

組んだ。 

 

【成果】 

ウォーキングコースのマップ作成： 

R4-2件/R5-2件/R6-2件 

健康的なレシピの配信（年間閲覧数）： 

R4-不明/R5-1173件/R6-1070件 

るよう、市としてもサポートをして進める 

（単位は年度） 

  

基本目標４-重点施策 2 審議会意見 

委員評価 

（人） 

A B C D  

5 ７ 1 2 

評価基準等 

意見・コメント 

・スポーツイベントの参加者数の増加など、一定の成果は出ていると評価する。ただ、柱である県立医大との連携については、

一層の工夫が必要だと思う。 

・指標ではやや判断が難しいところではありますが、取組み状況からは健康増進に向けた事業が行われており、一定の効果を

上げることができていると評価しました。 

・医大は橿原市にとって大きな魅力である。その良さを最大限に生かしてほしい。 

・全国で大学改革が進む中で積極的に県と連携し、大学と連携したまちづくりを進めていただきたい。 

https://www8.cao.go.jp/cstp/daigaku/index.html 

イノベーションディストリクトの発想も重要 

https://www.sci-japan.or.jp/vc-files/pdf/what_are_innovation_districts_japanese_translation.pdf 

・奈良県立医科大学とは地域住民に開かれたキャンパスを実現できるよう働きかけていただきたいと思います。近年一般的に

大学は閉ざされたところではなく、地域との連携、開かれたキャンパスをテーマに運営されるようになっているかと認識してお

ります。橿原市民とともに作り上げる奈良県立医科大学であってほしいと思います。具体的には次のようなことが実現できた

ら理想です。 

地域住民も利用できる施設：体育館、グラウンド、図書館、ホール、食堂、カフェなどの共用 

地域連携プロジェクトの拠点整備：産官学連携の拠点や市民参加型の学習スペースの設置 

・新駅も決定したので、これからより重点的に取り組まれるものと考える。 

・医科大学付属病院南側地域のまちづくりについては、新駅付近のアリーナ、病棟、駐車場設置のほか、市が所有する万葉ホー

ルまでのまちづくりのビジョンも検討して欲しい。 

・飛鳥 FCと連携協定を締結されていると思うので、サッカーを通じた健康づくりイベントも加えて実施しても良いと思われ

る。 

・スポーツイベントの参加者の着実な増加等、各施策への取組により、市民の健康意識への関心の高まりが伺えます。 

・県立医大を活用する取組では、奈良県・近鉄との協定書の締結など、着実に進捗しました。 

・これらの広がりを今後よりきめ細やかな行政サービスへと進化させている段階であり、評価は「Ｂ」とします。 

・具体的に我々のもとに何か支援や取り組みが届いているわけではありませんが、奈良県立医科大学が地域に存在すること

は、住民にとって非常に心強いことだと感じています。今後、さらにまちづくりが進展していくことを期待しています。 

・先に述べたキャンパスタウン構想は、大学周辺を中心とする提案ではありますが、それ以外の地域の住民にも何らかの恩恵が

届く仕組みが必要だと思います。たとえば、コミュニティバスの運行など、広域で利便性を高める取り組みも検討すべきではな

いでしょうか。 

・大いに期待できる分野である。小中学生はアスリートを目指す。また、社会人・高齢者もスポーツをする。スポーツに怪我はつ

きものである。 
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6. 交付金等活用状況 

(1)物価高騰対応地方創生臨時交付金（R5→R6繰越事業） 

「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に掲げる物価高から国民生活を守るの事項についての対応として、

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るために必

要な事業 

 
 

【令和 6年度 実施状況報告】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の名称 実施内容 総事業費 実績 事業実施による効果・評価 担当課

物価高騰対応重点支援給

付金（R5均等割のみ）

【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得世帯への

支援を行うことで、低所得の方々

の生活を維持する。

214,345,919

支給開始日：令和6年2月29日

対象： 2,094世帯

支給実績： 2,013世帯

支給対象世帯に対して目標達成の2月29日に

支給開始し、96.1％にあたる世帯に支給する

ことができ、物価高が続くなかで低所得世帯

の生活を維持する一助となった。

給付金事業室

物価高騰対応重点支援給

付金（R5こども加算）

【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で低所得子育て世

帯への支援を行うことで、低所得

の方々の生活を維持する。

114,507,524

支給開始日：令和6年2月29日

対象：1,286世帯

（児童数2,179人）

支給実績：1,251世帯

（児童数2,128人）

支給対象世帯に対して目標達成の2月29日に

支給開始し、97.3％にあたる世帯に支給する

ことができ、物価高が続くなかで低所得世帯

の生活を維持する一助となった。

給付金事業室

物価高騰対応重点支援給

付金（R5調整給付）

【物価高騰対策給付金】

物価高が続く中で定額減税しきれ

ないと見込まれる方への支援を行

うことで、定額減税や他の給付措

置とのバランスにおいて可能な限

り公平を確保できる適切な支援を

行う。

13,770,900
令和7年3月月次時点

対象者　54,487名

定額減税対象者に対しての減税と、定額減税

しきれない方への調整給付金額算定を行い、

各業務を滞りなく実施することができた。

市民税課

橿原市くらし応援クーポ

ン券事業

原油高騰・物価高騰により多大な

影響が生じている消費生活者及び

事業者を支援するため市民一人あ

たり2,000円分のクーポン券を支

給する。

297,152,177

使用人数:108,228人（90.7％）

使用金額:215,489,358円

（90.3％）

食料品やエネルギー等の物価高騰対策とし

て、市民生活の負担軽減を図るための一助と

なった。

市民協働課
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(2)物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（R6完了事業） 

「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に掲げる物価高から国民生活を守るの事項についての対応として、

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るために必

要な事業 

 

【令和 6年度 実施状況報告】 

 

  

事業の名称 実施内容 総事業費 実績 事業実施による効果・評価 担当課

物価高騰対応重点支援
給付金(R5非課税）
【物価高騰対策給付金】

臨時措置分

物価高が続く中で低所
得世帯への支援を行う
ことで、低所得の方々の
生活を維持する。
（70,000円）

8,960,000
支給開始日　令和６年1月26日
対象世帯　13272世帯
支給実績　13104世帯

支給対象世帯に対して目標達成の
１月26日に支給開始し、98.7％
にあたる世帯に支給することがで
き、物価高が続くなかで低所得世
帯の生活を維持する一助となっ
た。
（不足分の支給であるため事業は
既に令和5年度で終了している。）

福祉総務課

物価高騰対応重点支援
給付金（R6一体給付）

物価高が続く中で低所
得子育て世帯への支援
を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。

1,155,466,091

【新たな非課税・均等割】
支給開始日：令和6年8月16日
対象：2,256世帯　　支給実績：
2,082世帯
【こども加算】
支給開始日：令和6年8月16日
対象：277世帯（児童数457人）
支給実績：263世帯（児童数431人）
【調整給付】
支給開始日：令和6年7月31日
対象：21,334人　支給実績：
20,170人

※成果目標はR5均等割のみ、こ
ども加算に対するものであり、目
標達成している。

【新たな非課税・均等割】92.3%
【こども加算】94.9%
【調整給付】94.5%
上記それぞれの世帯に支給するこ
とができ、物価高が続くなかで低
所得世帯の生活を維持する一助と
なった。

給付金事業室

給付支援サービス

物価高が続く中で低所
得子育て世帯への支援
を行うため、迅速かつ効
率的な給付が可能とな
るような、給付支援サー
ビスを導入する。

5,005,000

上記それぞれの給付金の対象世帯の
給付管理事務について、給付支援サー
ビスを利用して実施した。（件数は上
記と同じ）

支給対象世帯に対して目標達成の
7月に給付管理を開始し、申請受
付から支給までの事務を滞りなく
実施できた。

給付金事業室
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（３）地方創生応援税制（企業版ふるさと納税） 

総合戦略に掲げる取組みプロジェクトを構築し、企業から寄附金を募って進めた事業。 

 

■文化財との新しい関わりを提案 未来へつなぐ「マイ文化財」プロジェクト 

事業の概要 

豊かな歴史・文化を有する橿原市の文化財をもっと身近に感じてもらい、未来へつなげるため、文化財の価値

を「知る」、引き継がれてきた文化財を「守る」、文化財の魅力や価値を「伝える」を一つのパッケージとして、人

と文化財との新しい関わりを提案する。 

総合戦略における位置づけ 事業費（円） 寄附額（円） 担当課 

新たな人の流れや交流を盛んに

する魅力をつくる事業 
23,136,000 200,000 

文化財保存活用課 

世界遺産登録推進課 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 当初値 実績値（Ｒ3） 実績値（Ｒ４） 

市ホームページ内「マイ文化財」プロジ

ェクトページへのアクセス数（単位：件） 

0 31 125 

実績値（Ｒ5） 実績値（Ｒ6） 目標値（R7） 

284 542 1,100 

事業実績 今後の方針 

本薬師寺跡範囲確認調査により、寺域の解明につながる成果

を得ることができた。また、発掘調査の現地説明会を開催し、

上記の成果を公表した。重要文化財旧織田屋形の修理事業等

に対して補助を行った。史跡丸山古墳の公有化実施により、史

跡地の保護が進んだ。市のホームページをはじめ、インターネッ

ト上での情報発信を行った。 

文化財を「知る」「守る」ための文化財調査や修理

事業やその詳細だけでなく、文化財の魅力や価値

を「伝える」ことを重視し、HP や SNS を通じて、

遺跡や資料を紹介していく。 

■地域デジタル化推進プロジェクト 

事業の概要 

本事業は、市内に流れる河川に敷設した井堰とその周辺状況をカメラ監視し、誰もがアクセスできるサービス

を提供する。このことにより、住民自らが遠隔で井堰の状況を確認し、被害に遭う前に適切な防災対策を講じ

ることができる環境を用意することができ、かつ、市職員は危険な現地見回りの業務を避けることができ、も

って、安心・安全に暮らせるまちづくりを推進する。 

総合戦略における位置づけ 事業費（円） 寄附額（円） 担当課 

安心して健康に暮らせるまちをつくる事業 3,861,996 200,000 デジタル戦略課 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 当初値 実績値（Ｒ４） 実績値（Ｒ5） 実績値（Ｒ6） 目標値（R7） 

防災に関する関心が高まった人の

割合（単位：％） 
0 － 62 92 70 

事業実績 今後の方針 
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カメラ映像のリアルタイム配信と、デジタルサイネージを通じた

サイト情報の発信を継続し、市民向けアンケート(n=258)から

目標を大きく超える結果を得られた。92%が直近 1,2 年で危

機感が「強まった」、「おおいに強まった」と回答した。 

引き続きカメラ映像の配信を行い危機感が

下がらないように努める。 

 

■市管理道路の安全対策プロジェクト 

事業の概要 

誰もが安心して安全に利用できる道路環境を目指し、道路の拡幅、幹線道路の整備、既存道路施設の長寿命化

及び交通安全施設の充実を図る。 

総合戦略における位置づけ 事業費（円） 寄附額（円） 担当課 

安心して健康に暮らせるまちをつくる事

業 
988,805,000 1,200,000 

建設管理課 

道路河川課 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 当初値 実績値（Ｒ４） 実績値（Ｒ5） 実績値（Ｒ6） 目標値（R7） 

道路改良率（改良済延長／実延長）

（単位：％） 
68.25 68.45 68.55 68.65 69.50 

事業実績 今後の方針 

市内８路線において道路の新設・拡幅を行った。そ

の中でも西池尻町地内において、新たに歩行者用

の橋梁を整備し、歩車分離を図り、安全な道路空間

の確保に寄与した。 

安心して利用できる道路環境を目指し、引き続き道路新

設・拡幅事業により、車両のスムーズな対向、安全な歩行

者空間の確保に努める。 

■バスケットボール活性化プロジェクト 

事業の概要 

市内小学生を対象にプロバスケットボールチーム「バンビシャス奈良」によるバスケットボールチクリニックを

開催。バスケットボールの体験を通じて児童の健全な育成と競技力向上及び相互交流を図るとともに、奈良県

及び橿原市の地域活性化・地域貢献の実現を目的としている。 

総合戦略における位置づけ 事業費（円） 寄附額（円） 担当課 

安心して健康に暮らせるまちをつくる

事業 
2,500,000 2,500,000 スポーツ推進課 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 当初値 実績値（Ｒ４） 実績値（Ｒ5） 実績値（R6） 目標値(R7） 

市主催スポーツイベントの参加者数

（単位：人） 
5,559 9,673 11,200 12,624 13,200 

事業実績 今後の方針 

市内小学生向けにバスケットボールクリニックを２日間開

催。 

【1日目】 

市内小学生向けにバスケットボールクリニックを

開催予定。スポーツを通じて、児童の健全育成
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・初心者～経験者向けのクリニック(94名参加) 

【2日目】 

・市内で活動するミニバスケットボールチーム 7 チームを対

象にクリニック開催及びスポーツ検診の実施(114名参加) 

及びバスケットボールの普及発展に貢献できる

ように取り組む。 

■「する・観る・支える」スポーツ応援プロジェクト 

事業の概要 

2031 年開催予定の奈良県での国民スポーツ大会を見据え、女子 U-15・U-18 年代の活性化を目指す。大会

を通じてサッカー界の将来を担う選手の技術向上と健全な心身の育成を図り、選手間・指導者間の交流を促進

し、広く女子サッカーの普及振興を目的とする。 

総合戦略における位置づけ 事業費（円） 寄附額（円） 担当課 

安心して健康に暮らせるまち

をつくる事業 
1,000,000 1,000,000 スポーツ推進課 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 当初値 実績値（Ｒ5） 実績値（Ｒ6） 目標値（R7） 

市主催スポーツイベントの参加者数（単位：人） 9,673 11,200 12,624 13,200 

事業実績 今後の方針 

・県内外女子 U-15、U-18 の 9 チーム約 200 人が参加

し、交流戦を行った。 

・市内ホテルでの宿泊が発生し、市内の地域活性化につな

がった。 

・橿原運動公園等で使用するオリジナルテントを５基作成し

た。 

2031 年開催予定の奈良県での国民スポーツ大

会を見据え、引き続き女子 U-15・U-18 年代の

活性化、広く女子サッカーの普及振興を目的と

し、大会を開催予定。 

■エコライフ推進プロジェクト 

事業の概要 

行政が市民や地域と連携することにより、三位一体で持続可能な脱炭素社会の実現を目指す事業。 

主な取り組みとして、太陽光発電・蓄電池等の設置費用の一部支援・NPOや企業と連携し環境対策促進のため

のイベントを実施している。 

総合戦略における位置づけ 事業費（円） 寄附額（円） 担当課 

安心して健康に暮らせるまちをつくる事

業 
7,200,000 200,000 環境政策課 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 当初値 実績値（Ｒ5） 実績値（Ｒ6） 目標値（R7） 

環境啓発活動の参加者数（単位：人） 280 283 242 320 

事業実績 今後の方針 
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環境対策促進イベント実績 

・気候変動から風水害への備えと落語会（42名） 

・エコウォーキング（32 名） 

・夢の森フェスティバル環境啓発（168名） 

事業周知のため、広報紙やホームページ等を活用し PR

を行う。また各種イベントや環境学習の出前講座を実施

するなど、環境問題に興味を持っていただくと同時に

気づきの機会を与えられるよう取り組む。 

■こども読書環境向上プロジェクト 

事業の概要 

国語の学習力をつけるには、読書習慣をつけることも大切であり、読書習慣のない児童が本を読むきっかけ 

作りの選択肢の１つとして、いつでもどこでも読書ができる環境を整える。 

総合戦略における位置づけ 事業費（円） 寄附額（円） 担当課 

安心して子どもを産み育てられる環境を

つくる事業 
10,328,000 3,200,000 

生涯学習課 

（図書館） 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 当初値 実績値（Ｒ6） 目標値（R7） 

市立図書館での紙の児童書貸出冊数（単位：冊） 196,663 196,737 200,500 

事業実績 今後の方針 

橿原市小学校電子図書館を令和６年7月より導入し

た結果、電子書籍の閲覧数は 88,880 件であった

が、後半閲覧数が伸び悩んだ。 

児童書の貸出冊数は微増したが、目標には達してい

ない。 

電子図書のコンテンツの内容を見直し、読書に親しむ環

境を整備していくとともに、紙の本の利用を促進してい

く。 

■ストリートファイターと創る橿原魅力向上プロジェクト 

事業の概要 

ストリートファイターのキャラクターと橿原市の強みを活かし、資源を融合させたシティセールスに 

より、橿原市独自の賑わいを創出し、様々な分野への経済効果の波及、市民の生活の質の向上を目指す。 

①駅前「ストリートファイターストリート」の拠点づくり 

②市民・事業者・企業と連携した「観る」「楽しむ」 「買う」 「食べる」 を通じた繋がりあるまちづくり 

③市内の各所スポットで周遊のためのしかけづくり 

総合戦略における位置づけ 事業費（円） 寄附額（円） 担当課 

新たな人の流れや交流を盛んにする

魅力をつくる事業 
6,000,000 900,000 企画政策課 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 当初値 実績値（Ｒ6） 目標値（R7） 

宿泊者数（単位：人） 187,792 180,280 210,000 

事業実績 今後の方針 
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ストリートファイター関連の取り組みとして、下記の

取り組みを行うことができた。 

・マンホールカードの製作 

・イオンモール壁面にオリジナルラッピング 

・万葉ホールにグラフィティアートの設置 

・市内近鉄 4駅 10箇所に駅名標の製作 

・近鉄ヘッドマーク列車の運行 

・「ケン」の銅像の設置 

・市内 JR３駅 11箇所に駅名標の製作 

・橿原郵便局バイク 77 台のキャリーボックスにキャ

ラクターラッピング 

・イオンモール eスポーツイベント 

KPI の指標である宿泊者数が減少した理由としてはメ

インのホテルがリニューアルにより閉館していたためで

ある。 

令和 7年度は主に下記の取組をすすめていく 

・「エドモンド本田」の銅像の設置 

・郵便局風景印の作成 

・デザイントラック 

・駅前商店街コラボフラッグ 

・JRラッピング列車 

その他進めていきたい案件はたくさんあるが、シティー

セールスに繋がるように 1つずつ実現していく。 
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（４）デジタル田園都市国家構想交付金 

 総合戦略に掲げる地方創生を図るために国庫補助金（デジタル田園都市国家構想交付金）を活用した事業 

 

■移住促進コンシェルジュ育成と官民連携移住促進体制整備事業 

計画期間 令和４年度～６年度 担当課 地域振興課 

交付対象事業費（千円） 計画総額 3,712 実施総額 3,047 交付金額 1,523 

事業の目的 

令和 3 年 3 月に第 2 期橿原市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、今後の人

口減少に向けて子育て環境の整備や、移住・定住の推進等を謳っている。移住者へ

のアンケートでは、あった方が良い支援として「総合的な窓口相談」や「移住先の地

域や暮らしの情報提供」という回答が多いものの、移住相談を受けた際に移住相談

員のスキル不足や他機関との連携不足から、暮らしに関する情報や魅力を十分に伝

えることができていない。そうした現状を打開するため、本市移住担当職員だけで

なく、移住に関わりのある NPO 法人の職員や、不動産や就労等に関わる地元の事

業者も含めた移住相談員を育成し、地域が一体となって移住者を増加させるための

体制を整備するもの。 

事業内容 

令和 6年度の取組み内容 主な成果 課題と今後の方針 

〇移住プロモーション（交通広告掲

載） 

《概要》 

移住 PR動画を作成し、東京駅八

重洲南北通路のデジタルサイネー

ジ 34面に 8月及び 11月の各 4

週間に亘り広告を掲載した。首都

圏在住の奈良好き・歴史好きな移

住検討者をメインターゲットとしつ

つ、本市を知らない不特定多数の

方に、本市の魅力を発信し、認知度

向上を図った。 

広告掲載期間中の広告接触者数は

403,751 人/日(東京駅一日乗

車人員)×0.144(八重洲口中央利

用率)×0.1905(デジタルサイネ

ージ視認率)×56日(掲出期間)＝

620,200人、広告掲載期間中の

橿原市公式ホームページトップペ

ージのサイトアクセス数(東京都、神

奈川県、千葉県、埼玉県)は前年同

月比で最大 43％増となった。 

広告に関する直接的な問合せ等は

ないものの広告掲載期間において

首都圏からのサイトアクセス数が増

加していることから一定の広告効

果があったと判断できる。 

橿原市の認知度向上及び移住施策

の周知を図り、移住を促進していく

ためのプロモーションを今後も進

めていく。 

〇移住プロモーション（SNS広告

掲載） 

≪概要≫ 

関西圏在住の 20代〜30代の⼦

育て層と首都圏在住の奈良好き・

歴史好きな移住検討者をターゲッ

トとして、YouTubeや

Instagramに移住 PR動画を広

告掲載し、閲覧者を橿原市移住促

進サイト「ずっと住むナラかしはら」

へ誘導した。 

広告実施期間は 8/5～10/4の

2か月間で、YouTubeと

Instagramの広告をクリックして

移住促進サイトへ遷移したのは

14,228回であった。子育て世代

である 25歳～34歳のクリック率

が圧倒的に良く、支援制度や交通

アクセスの良さなどの自分自身が

享受できるメリットを押し出す広告

が効果的なことが分かった。 

YouTubeに比べ Instagramで

のクリック率が良かったため、

Instagramでの広告掲載に適し

ていると判断できる。今回の広告

掲載により、反応のよい（クリック

率の高い）広告素材やターゲットな

どが絞れたことから、今後も既存

の広告素材を活用しながら、移住

プロモーションを継続して実施して

いく。 

〇移住者コミュニティ支援業務 

≪概要≫ 

移住者が主導するコミュニティの

構築を支援することにより、移住者

移住検討者の移住に関する不安の

解消や、移住前・移住後のサポート

など、移住・定住の促進を目的とし

て活動する移住者コミュニティ組

今後は新たな組織として立ち上げ

た移住者コミュニティを通して移住

者・定住者の支援を行っていける

よう体制づくりを目指す。 
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間の交流を深め移住者の定住につ

なげるとともに、移住者が移住後

の生活の情報発信などインターネ

ットでは得られない橿原市の情報

を人とのつながりの中から伝える

ことで移住者の増加につなげた。 

織が立ち上がり、行政主体ではな

く、より地域に根付いたコミュニテ

ィとしての情報発信、魅力発信が

可能となった。また、移住者コミュ

ニティ主催のセミナーに橿原市移

住希望者お試し滞在補助金を利用

し参加された方が多数を占め、相

乗効果が図られた。 

主な取り組みとしては移住者と移

住検討者の交流会・セミナー等の

開催及び移住イベントへの参加や

移住相談などを行うほか、ウェブサ

イト・ＳＮＳ等を利用し情報発信を行

っていく。 

〇関西圏、首都圏移住相談会開催 

≪概要≫ 

認定ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援

センターや大阪ふるさと暮らし情

報センター等と連携し、先輩移住者

を講師として招き、移住セミナー・

個別相談会の実施や、大規模移住

イベント等に出展した。 

移住イベントでの相談者数は年々

増加傾向にある。また、セミナーで

は移住検討者が先輩移住者に質問

できる座談会を設けたためアンケ

ートでは「移住された方とお話しで

きたのが良かった」という回答が

多く好評であった。その後、実際に

本市に訪れ、移住後の暮らしのイメ

ージをさらに高める「お試し滞在」

につなげた。 

移住イベントは全国の自治体が集

まるため移住検討者の注目が集ま

るよういかに橿原市の魅力を発信

するか、アプローチが大切である。 

また、セミナーの周知・発信力が弱

いことから、様々な移住関係機関

やＳＮＳ等から幅広く周知していく

必要がある。 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 
事業 

開始前 

R4年度増加分 R5年度増加分 R6年度増加分 

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 

① ０～４歳児の社会増減（人） 8 15 -66 25 -14 40 -6 

② 年間の移住相談（件） 15 25 20 40 47 60 64 

③ 
移住促進コンシェルジュ HP 

年間閲覧回数（回） 
0 200 0 1,000 33,528 2,000 47,381 

事業の評価 

本事業の効果 KPI達成に有効であった 

効果の理由 

令和 6年度は NPO団体に委託し、移住検討者が相談したり、移住者同士が交流

できる先輩移住者コミュニティ組織の構築を行ったことで、移住・定住に向けたイ

ベント参加やセミナー開催等、行政主体ではなく、より地域に根付いたコミュニティ

としての情報発信、魅力発信が可能となった。また、交通広告や SNS広告といっ

た移住プロモーションによる移住促進ホームページの閲覧数増加や、移住イベント

やセミナーでの移住施策 PRにより移住相談件数も増加したと考えられる。 

審議会での評価・コメント 

・交付金の最終の目標は移住者が橿原市へ来ることだと思います。今でも一定の

効果は出ていると思うが、橿原へ移住することを検討してもらうには何が一番効

果的か、そこが明確になればより効果を上げられると思うので検証の必要がある

と思います。 
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■オンライン手続きの拡充による住民サービスの向上 

計画期間 令和 5年度～7年度 担当課 デジタル戦略課 

交付対象事業費（千円） 計画総額 6,271 実施総額 - 交付金額 - 

事業の目的 

PC やスマートフォンなどで行政手続き（電子申請）ができる仕組みを提供する。厳格な

本人確認や支払いが必要な手続きはマイナンバーカード等と連携した電子認証機能やオ

ンライン決済機能を導入し対応する。また、申請後の修正依頼や添付資料の提出依頼等

のコミュニケーションについてもオンラインで可能な仕組みを導入し、多くの行政手続き

をデジタルで完結させる。 

※仕組みとして、令和5年度のみの交付金となるため令和6年度の交付金額は無し。ま

た、令和 5 年度に一括払いしているため令和 6 年度・令和 7 年度の計画総額は無しと

なっている。 

事業内容 

令和 6年度の取組み内容 主な成果 課題と今後の方針 

○許可書等の文書を発行する事務

のオンライン化 

《概要》 

申請者が手続き状況を把握できる

ようにするとともに、オンラインで

文書を交付することにより郵送費

用の削減を図る。 

◯建設リサイクル法第１０条第１項

の規定による届出 

◯市内中学校夜間グラウンド開放

事業の許可申請 

◯八木札ノ辻交流館予約 

令和 6年 10月より郵便料金が値

上がりしたため、電子文書の交付

はこれを削減するのに非常に有用

である。また、利用者側の書類管理

面でのメリットや、職員の負担軽減

にもつながるため、引き続き電子

文書で完結するフォームを充実さ

せていく。 

○児童手当の制度改正による諸手

続きのオンライン化 

《概要》児童手当制度の改正に伴

い、額改定の者の申請や、所得制

限撤廃による新規申請、大学生別

居監護者や高校生がいる世帯等の

情報を取得する。 

○保育所入所継続手続きのオンラ

イン化 

《概要》保育士の負担軽減と、利用

者の利便性を向上させるため、保

育所の継続申請についてオンライ

ンで受け付ける。 

【児童手当額改定・新規】 

対象者 1,786件→オンライン申

請数 1,628件（91.1％） 

窓口業務 5～10分*1,628＝

135.7～271.3時間 

返信用郵便１１０円*1,628＝

179,080円の削減 

【保育所入所継続手続】 

対象者 1,657件→オンライン申

請数 1,637件（98.8％） 

交付金を利用して導入した仕組み

により、入所継続手続きにおいて、

書類不備による再申請のやり取り

をオンライン上で行うことができ

た。 

利用者にとってはどの部分が不備

なのかを簡単に把握することがで

き、また職員側は提出状況を一元

管理することができるため、双方

にとってメリットのある仕組みであ

った。 

運用面についてさらなる改良を行

いながら、引き続き手続きの充実

を図りたい。 

○施設予約後利用料のオンライン

決済《概要》施設予約をオンライン

で行う際にそのままクレジットカー

ド等で決済が行えるよう仕組みを

構築した。 

【八木札ノ辻交流館予約】 

2024年 9月よりオンラン予約で

きるようにした。 

オンライン申請数 14件、うちオン

ライン決済 4件（利用者の利便性

の観点から納付書払いも選択可と

している） 

オンライン決済によるフォームを複

数作成し、徐々に浸透してきてい

る。また別件ではあるが、QRコー

ド決済を導入したところ、利用者の

半数がＱＲコード決済を利用してい

ることから、キャッシュレス決済ニ

ーズが高いと思われるため、引き

続きオンライン決済によるフォーム

の充実に取り組む。 



58 効果検証報告書 

 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 
事業 

開始前 

R5年度増加分 R6年度増加分 R7年度増加分 

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 

① 

電子申請対応手続き数 

(インターネットに公開され、10 件

以上の回答があったもの)（件） 

250 300 395 450 730 600 ― 

② 
マイナンバーカード利用手続き数

（件） 
0 10 0 20 0 30 ― 

③ 電子申請利用者の満足度（％） 0 60 83 70 88 80 ― 

事業の評価 

本事業の効果 KPI達成に有効であった 

効果の理由 

満足度を測るアンケート調査を実施し、３割強の方がオンライン申請を利用したこ

とがあると回答。そのうち 88％がオンライン利用の満足度で「大変満足・やや満

足」と答えている。したがってオンライン化ニーズに対するサービス提供はある程

度うまく行っていると思われる。 

しかしながら、特に本人確認を要する手続きについては、検討を進める過程で、国

が提供するぴったりサービス（マイナポータル）について、多くの問題点が明らかに

なった。マイナンバー情報を取り扱う上では、このシステムを経由することが必須

であるため、国に対して地方分権改革提案募集制度を通じて改善要望を提出し

た。残念ながらこの要望に対する国の回答は事実上のゼロ回答であり、即座の改

善は期待できない状況である。さらに、公金受取口座の紐づけ問題やマイナ保険

証制度などマイナンバーカードに対する世間の風当たりが依然として強いことも、

マイナンバーカードを利用した手続きが普及しない原因のひとつとなっている、

我々としては、まず 1件のモデルケースを作ることで、マイナンバーカードとぴっ

たりサービスの実用性と有効性を実証し、それを基に段階的に適用範囲を広げて

いきたい。 

審議会での評価・コメント 

・利用者、職員双方に利便性も上がり効果も出てよい。 

・マイナンバーカードを利用した手続きについては、マイナポータルが国側の責任

で遅れていることは理解したが、引き続きマイナンバーカードについて利用できる

ように努めて欲しい。 
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■窓口閲覧用システムを活用した窓口サービス向上事業 

計画期間 令和 6年度～8年度 担当課 建設管理課 

交付対象事業費（千円） 計画総額 15,457 実施総額 15,457 交付金額 7,728 

事業の目的 

本事業は、市民サービス向上を目的とし、将来的には道路行政にかかる事前調査か

ら申請までを来庁することなく自宅等の PC 等で行うことを目標とし、その第一段

階として道路窓口にかかるワンストップ化を図るものです。各種図面が紙のため

HP でも公開できていない状況で、相談に来られた方の対応に時間を要し、閲覧・帳

票発行を目的で来庁された方々を長時間お待たせすることも少なくありません。シ

ステムを導入し、窓口対応時間を短縮して来庁者・職員の負担軽減を実現します。 

事業内容 

令和 6年度の取組み内容 主な成果 課題と今後の方針 

[窓口閲覧システム導入] 

窓口にタッチパネル式モニターを

設置し、道路部局の各種情報の検

索、閲覧サービスとして、情報を一

元的に検索、閲覧が可能とした。ま

た、必要な情報については、印刷も

可能で料金は、自動精算機により

精算することで、非接触で来庁者

の安全を確保した窓口ワンストッ

プサービスとなっています。 

導入前 R6.4 月分職員による印刷

件数が99件だったが、R7.4月分

は 5 件、窓口閲覧システムでは、

45件だった。職員の印刷対応件数

が大幅に減少したことで、来庁者

への相談や印刷対応以外の業務に

時間を割くことができ、住民サービ

スの向上につながっている。さら

に、窓口システムの画面構成が広く

て見やすく、初心者が利用しやすい

直感的な操作性と一目で利用した

い機能がわかるメニューアイコンな

どもあり、利用者数が増えている

と考えられる。 

窓口システムのコンテンツの拡充

（他課インフラ情報）し、道路占用物

件や工事情報等を一覧で管理でき

るように、装備することを検討して

いる。また、窓口閲覧システムの利

用促進に向けて、公式 HP 等を通

じた周知や定期的な広報紙掲載を

すすめていきたい。 

重要業績評価指標(KPI) 

指標 
事業 

開始前 

R6年度増加分 R7年度増加分 R8年度増加分 

目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値 

① 
窓口閲覧用システム利用件数

(アクセス数/年) 
0 20 17 1500 ― 2000 ― 

② 

閲覧・帳票印刷利用件数におけ

るシステム利用者と窓口利用者

の比率（％） 

0 10 88.8 62.5 ― 83.3 ― 

③ 

窓口閲覧用システム利用者向け

アンケート調査による全体満足

度（5段階評価の平均） 

0 2.5 4.8 3 ― 3.5 ― 
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事業の評価 

本事業の効果 KPI達成に非常に有効であった 

効果の理由 

令和 7 年 3 月下旬の納品だったため、令和 6 年度としては使用期間が短く①の

実績が目標値に届かなかったが、②③については、目標値を大きく達成できてい

る。③の満足度を測るアンケート調査では、全員が利用の感想で「使いやすい・どち

らかといえば使いやすい」と答えており、窓口閲覧用システムのニーズに対するサ

ービス提供はうまく行っており、窓口対応時間を短縮して来庁者・職員の負担軽減

を実現していると考える。 

審議会での評価・コメント 

・主に不動産事業者や開発事業者等のプロの方が利用すると思うが、とても便利

で良い取組だと思う。 

・KPI②について違う KPI設定の方が良かったのではないか。システム使用率/全

体使用率の指標がよかったのでは。 

・市民の方が自由に使えるというオープンデータ化したような活用をすればもっと

良いのでは。 
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7. 資料 

・数値目標、KPIの参照元一覧 

基本目標① 地の利を活かしたしごとの場づくり 

数値目標１ 

市内事業所数 

（※従業員 3人以下の事業所は除

く） 

R3実績値は R2工業統計調査結果による。R3以降、工業統計が廃止されたため

R4実績値は R3経済センサス活動調査（E製造業）結果による。 

Ｒ5実績値は R4経済構造実態調査（製造業事業所調査）結果による。 

Ｒ6実績値は R5経済構造実態調査（製造業事業所調査）結果による。 

   経済センサス活動調査が 5年に 1度の調査のため 

なお、それぞれの集計対象が異なるため、厳密な時系列比較とはならないことに留

意 

工業統計調査：4人以上の事業所、個人経営及び法人でない団体を含む 

Ｒ３経済センサス活動調査：4人以上の事業所、個人経営及び法人でない団体を除く 

経済構造実態調査：4人以上の事業所も含む、個人経営及び法人でない団体を除く 

数値目標２ 

市内従業員数 

（※従業員 3人以下の事業所は除

く） 

KPI 企業立地に関する相談件数 各年度における企業立地に関する相談件数 

KPI 空き店舗(創業者)出店支援件数 

 

(参考代替 KPI) 

起業等スタートアップ補助支援件数 

各年度に市が出店支援をした件数 

 

 

各年度における補助金交付件数 

基本目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり 

数値目標１ 社会増減（転入者数ー転出者数） 奈良県推計人口調査 

数値目標２ 宿泊者数 観光客数調査 （観光基本計画） 

KPI 三世代ファミリー定住支援住宅取得

補助金交付件数 

 

（参考代替 KPI） 

・市シティセールス関連ホームページ

閲覧数 

・市移住促進ホームページ閲覧数 

各年度における補助金交付件数 

 

 

 

各年度の市シティセールス関連ホームページの閲覧数の合計 

 

各年度の市移住促進ホームページの閲覧数の合計 

KPI 今井まちなみ広場・西環濠駐車場の

利用台数 

観光基本計画 

KPI 構成資産「藤原宮跡・藤原京朱雀大

路跡」の史跡指定率 

担当課で把握している実績値 

基本目標③ 安心して子どもを産み育てられる環境づくり 

数値目標１ 18歳以下の子どもの増減 奈良県推計人口調査 

数値目標２ 市を特徴づけるキーワードに「子育

て」を選んだ人の割合 

市民アンケート調査 

KPI 待機児童数（潜在待機を含む） 各年度に課で把握している市内待機児童の数 

KPI ICTを毎日活用した授業の割合 全国学力・学習状況調査 

基本目標④ 安心して健康に暮らせるまちづくり 

数値目標１ 災害協定件数 災害協定締結延べ件数 

数値目標２ 市を特徴づけるキーワードに「医療・

健康」を選んだ人の割合 

市民アンケート調査 

KPI 安心パーク利用率（土・日・祝日にお

ける訓練・講座） 

安心パーク利用状況表 

KPI 奈良県立医科大学との連携による

健康教室の参加人数 

 

（参考代替ＫＰＩ） 

奈良県立医科大学との連携による

スポーツ検診の受診者数 

各年度において医大ヒアリングにより把握している人数 

 

 

 

各年度に課で把握している検診の受診者数 

KPI 市主催スポーツイベントの参加者数 各年度において担当課で把握している参加者数 

 


